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1．基本方針 

河川維持管理は、河川管理の目的である洪水、高潮等による災害を防止し、河川が適正に利

用され、流水の正常な機能が維持され、及び河川環境の整備と保全が図れるように行うもので

す。そのため、長年の経験等により培われた知見や出水等の履歴、他河川での経験を踏まえて

計画的に実施するものとします。 

河川維持管理計画の策定にあたっては、関連計画である河川整備計画との整合を図り、河川

整備計画に沿った計画的な維持管理を行う必要があります。 

小瀬川水系河川維持管理計画においては、太田川河川事務所が管理する河川区間（河口～弥

栄ダム下流）を対象として維持管理の目標、河川の状態把握の頻度や時期等を具体的に定め、

計画対象期間は概ね 5 年間を基本とします。また、毎年の河川維持管理は、当該年度の河川維

持管理の実施計画を定めて実施することを基本とします。なお、小瀬川水系河川維持管理計画

の対象区間は、太田川河川事務所の管理区間（河口～弥栄ダム下流）とします。 

河川維持管理は、河道や河川構造物において生じた変状を分析、評価し、対策を実施してい

くという繰り返しの中で安全性を確保する事が重要です。 

そのため、河川維持管理計画の運用にあたっては、河川巡視、点検による状態把握、維持管

理対策を長期間にわたり繰り返し、それら一連の作業の中で得られた知見を分析・評価して河

川維持管理計画に反映していく PDCA サイクルの体系を構築し、適宜見直しを行います。また、

状態把握の結果の分析や評価には確立された手法等がない場合が多く、河川維持管理計画の作

成、あるいは見直しに当たっては、必要に応じて学識経験者等の助言を得られるように体制の

整備等に努めるものとします。 

なお、維持管理計画を策定していない突発的な事象が発生した際には、河川管理の目的に沿

って適宜実施するものとします。 

 
図 1－1－1 サイクル型維持管理のイメージ

  

状態を機動的に改善 
  

監視、評価結果に基づき、機動的に

河川管理施設の改善を実施し、効率

的かつ効果的な施設の機能 を維持。 
 (実施項目事例)

  ●堤防管理 
 ・堤防補修 
   ・護岸補修 
 ●河道管理 
 ・河道内樹木管理 

 ●施設管理(水門・樋門等施設) 
  ・機械施設保全、施設更新等

 

状態を常に監視 
 

河川は 常に状態が変化するため、 測
量、点検等 により 常に適切に監視し、 
データを集積 。

 (実施項目事例 ) 
 ・河川巡視、施設点検 

 ・縦横断測量
 ・堤防等目視モニタリング

 ・堤防除草 
 

サイクル型維持管理 
  

監視―評価―改善
 

状態の評価
 

監視結果より、管理する河川の河道状 
態、施設の状態を評価。 

 

      
各河川の規模や特性に応じて、維持

管理計画を作成。重点箇所や具体的

な維持管理内容を作成。 
 

河川カルテの記録
 

調査、点検結果を河川カルテとして

記録し、データベース化。
 

必要に応じて見直し 

地域社会 
 

小瀬川の維持管理計画 

地域社会 
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2．河川の概要 

2－1.流域の概要  

小瀬川は、広島県と山口県の県境に位置し、その源を中国山地の鬼ケ城山(1,031ｍ)、羅漢

山（1,109ｍ）などを擁する連山の広島県廿日市市佐伯町飯山に発し、広島・山口県の県境を

南流し、山口県岩国市美和町釜ヶ原と広島県大竹市栗谷町沖ノ窪の県境で玖島川を合わせ南

下し、蛇行しながら東方に流れを転じ、山口県玖珂郡和木町と広島県大竹市の工業地帯を経

て、瀬戸内海に注ぐ、流域面積 340km2 、幹川流路延長 59km の一級河川です。 

流域は、広島県の廿日市市、大竹市、山口県の岩国市、和木町の３市１町からなります。

流域の土地利用は山地等が約 96％、水田や畑地等の農地が約 3％、宅地等の市街地が約 1％

となっています。 

小瀬川流域は、かつてその豊富で清らかな水を活かした和紙産業が盛んでした。近年では、

その河口部において全国のコンビナートの先駆けとなる「大竹・岩国石油化学コンビナート」

が発展し、瀬戸内工業地域の一部を形成しています。 

また、上流部では、三倉岳県立自然公園、万古渓県自然保全区域に指定され、花崗岩が白

い岩肌を見せる独特の景観と環境が形成されています。中流部では蛇喰磐、弥栄峡などの峡

谷の特異な河川景観を有し、下流部には江戸期において干拓によって三角州平野が形成され、

干潟が広がるなど、豊かな自然環境・河川景観に恵まれています。 

河床勾配は、源流から小瀬川ダムまでの上流部の山地は 1/90～1/100、小瀬川ダム下流か

ら弥栄ダムまでの中流部は 1/150～1/330、弥栄ダム下流から中市堰までの下流部は 1/540～

1/960、中市堰から河口までの河口部の感潮域は 1/1,300 程度となっています。 

 

表 2－1－1 小瀬川の各種諸元 

流路延長 

(km) 

流域面積 

(km2) 

流域内人口 

(千人) 

想定はん濫区域内 
流域内の主な都市と人口 

（平成 27 年 10 月 1 日時点） 
面積 

(km2) 

人口 

(千人) 

人口密度 

(人/ km2) 

59 340 22 9 22 2,348 

廿日市市(114,906 人) 

大竹市(27,865 人) 

岩国市(95,754 人) 

都市人口は平成 27 年国勢調査 その他の数値は第 9 回河川現況調査による 
 

表 2－1－2 河川管理区間 

河川名等 上流端 下流端 
延長 
(km) 

小瀬川 弥栄ダム 河口 13.4 

※太田川河川事務所の管理区間    

 

表 2－1－3 河川区分 

区分 区間 河床勾配 備考 

上流部 源流～小瀬川ダム 1/90  

中流部 小瀬川ダム～弥栄ダム 1/150  

下流部 弥栄ダム～中市堰 1/900 管理区間 

河口部 中市堰～河口 1/1,340 管理区間（河口域） 

 



 3

 

図 2－1－1 小瀬川水系流域図 

上流部 

中流部 

下流部 

河口部 
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2－2.流域の自然的、社会的特性 

2－2－1.気候・気象 

流域の気候は、下流域を中心に瀬戸内式気候であり、年間降水量は、上流域で 2，400mm

～2,500mm 程度と多く、流域の南東方向に向かって少なくなり、下流域では 1,900mm～2，

000 程度となっており、梅雨期・台風期に集中しています。 
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図 2－2－1 月別平均降水量と平均気温   図 2－2－2 平均降雨量分布（H21～H30） 

 

2－2－2.河川の自然環境 

源流から小瀬川ダムまでの上流部の山地は、河床勾配が 1/90 程度と流れは急で、コナラ

などの落葉広葉樹二次林や針葉樹のアカマツ林が多く占めています。周辺の山林には豊か

な自然を象徴するクマタカやツキノワグマが生息し、羅漢峡や万古渓など渓谷が発達する

水域では渓流を好むアマゴやタカハヤなどが生息しています。 

小瀬川ダム下流から玖島川合流点を経て弥栄ダムまでの中流部では、河床勾配が 1/150

程度と流れはやや急で、深いＶ字状の峡谷を形成し、甌穴群で有名な蛇喰磐や弥栄峡など

の峡谷が見られます。河岸の露岩地にはキシツツジやツゲなどが自生し、ヤマセミやカワ

セミなどの水辺の鳥のほか、水域では早瀬を好むアカザなどが生息し、特に水のきれいな

小渓流に棲むブチサンショウウオが生息するなど、豊かな自然環境の指標となる種が生息

しています。 

弥栄ダム下流から中市堰までの下流部は、河床勾配が 1/900 程度と流れは緩やかとなっ

て大きく穿入蛇行し、水際植生近くの緩やかな流れを好むオヤニラミや、ワンド状の緩流

を好むメダカなどが生息するとともに、浮き石状の早瀬はアユの産卵場となっています。 

中市堰から河口までの河口部は感潮域となっており、河床勾配が 1/1,340 程度となって

います。水域では、回遊魚のゴクラクハゼなどが見られ、アサリ、ゴカイ類などの多様な

底生動物が生息する一方で、それらを捕食するサギ類やシギ類などの鳥類の良好な餌場、

休息場となっています。また、春先にはシロウオの遡上が見られ、四つ手網による漁は季

節の風物となっています。 

 



 5

2－2－3.人口と産業 

（1） 人口 

昭和 50 年から平成 27 年までの小瀬川流域関連市町の人口は、上・中流域では、平成

7 年以降概ね横ばいとなっています。 

一方、下流域は昭和 50年を境に漸減しており、大竹市、岩国市、和木町ともに減少傾向

にあります。上・中流域の増加に比べて下流域の減少が多いため、全体では減少してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2－3 小瀬川流域関連市町人口の推移 

 

（2） 産業 

昭和 40 年～平成 12 年までの小瀬川流域関連市町の産業別就業者数の推移は、上・中

流域は、第一次産業就業者数が昭和 40年の約 6千人から平成 17年には約 1千人に激減

しているのに対し、第二次産業就業者数は約 4 千人から約 6 千人、第三次産業就業者数

は、約 5 千人から約 14千人に倍以上増加しています。 

下流域は、第一次産業の就業者数が昭和 40年の約 8 千人から平成 17 年には約 2 千人

に、第二次産業就業者数は約 31 千人から約 20 千人に激減していますが、第三次産業は

昭和 60 年以降、横ばい傾向です。 

全体的に、第一次産業の衰退が激しく、第二次産業から第三次産業へと、産業構造が

移動しているといえます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2－4 流域関連市町産業別就業者数の推移 
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2－3.河道特性 

2－3－1.地形と地質 

（1） 地形 

流域の地形は、上流部は中起伏である中国山地脊梁面の冠山山地からなり、羅漢山、

鬼ケ城山などの標高 1,000ｍ級の山々より地形的な分水界を形成しています。中流部は

山間に開ける大小の侵食盆地を含む小起伏山地が主体のなだらかな佐伯山地となってい

ます。 

水源部付近や山間盆地では緩やかな流れとなっているのに対し、中流部の弥栄峡等は

急流となって深い谷を形成し東に流路を転じ、穿入蛇行流路となっています。その西側

には、段丘を伴った幅広い谷底平野が隣り合う錦川流域へと延びており、かつて小瀬川

中上流部が錦川の支川であったときの流路跡が確認できます。現在の小瀬川流域は、弥

栄ダムの下流を流れていた小河川が、活発な河床洗掘活動により錦川支川の上流域を奪

うこと（河川争奪）によって形成されています。 

河口部は、小瀬川の運搬する土砂の堆積で発達した三角州と、江戸後期以降の干拓・

埋立による低平地により形成されています。 

 
図 2－3－1 小瀬川流域 地形図 
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（2） 地質 

流域の地質は、上流部は主に中生代白亜紀の花崗岩類によって構成されており、弥栄

峡付近より下流は古生代から中生代ジュラ紀の粘板岩を主とする玖珂層群により構成さ

れ、また、沖積層が地域内の各河川沿いに小規模に分布しています。 

 
図 2－3－2 小瀬川流域 地質図 
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2－3－2.既往洪水の概要 

小瀬川では、明治に入り国家的な見地から治水事業が行われましたが、実際には予算措

置が伴わず、単なる降雨による洪水被害はかなり防止できましたが、大型台風については

無防備状態でした。 

風水害の発生回数は明治元年から昭和20年に至る77年間に大きなものだけでも20回を

越えました。昭和 20 年までは災害対策は復旧事業のみに追われ、予防対策にはほとんど手

が回りませんでした。 

昭和 20 年 9 月の枕崎台風によって小瀬川流域は多大な被害を受けました。戦後の混乱期

であったため、本格的な復旧は容易に進まず、大竹市全域の仮復旧を完了したのは昭和 33

年になってからです。昭和 26 年 10 月のルース台風の襲来により、土砂崩れや堤防の決壊

による大きな被害が発生しました。この台風を契機として本格的な改修工事が始まり、現

在に至っています。 

近年では、平成 17年 9月に発生した台風 14号が、強い勢力を保ったまま日本海へ抜け、

その移動速度がゆっくりであったため、豊後水道を抜けた雨域が小瀬川上流の脊梁山地面

に当たり、羅漢山雨量観測所では観測史上最大の日雨量を記録しました。このため弥栄ダ

ム上流域において河岸侵食による建物の損壊や道路崩壊等、大きな被害が発生したものの、

弥栄ダム下流域においては、その洪水調節により洪水による被害は殆ど見られませんでし

た。 

 

表 2－3－1 小瀬川における主要洪水の一覧表 

洪水発生年月日 水位 被害状況 備考 

昭和 20 年 9月 17 日 不明 
枕崎台風により死者、行方不明 86 人、家屋の流失及

び倒壊 95 戸、田畑流失 51 町歩 
枕崎台風 

昭和 26 年 10 月 14 日 〃 

ルース台風により死者、行方不明 66 人、家屋の流失

倒壊 460 戸、田畑の流失 600 町歩、橋梁流失 14 ヶ所、

堤防決壊 18 ヶ所、中市堰流失、大和橋流失 

ルース台風 

昭和 51 年 9月 14 日～18 日 

両国橋 

4.64m 

小川津 

5.30m 

《広島県》死者 16 人、負傷者 29 人、家屋全壊 26 戸、

家屋半壊 31 戸、床上浸水 219 戸、田畑流失 12,627ha、

道路損壊 1268、橋梁流失 3、堤防決壊 1716、山崩れ

609、鉄軌道被害 263 

 

《山口県》死者 1 人、負傷者 10 人、家屋全壊 14 戸、

家屋半壊 18 戸、床上浸水 140 戸、非住家被害 62 戸、

田畑流失 15.44ha、道路損壊 1100、橋梁流失 2、堤防

決壊 1147、山崩れ 26 

台風 17 号 

昭和 54 年 6月 28 日～7 月 2日 

両国橋 

3.32m 

小川津 

3.80m 

《和木町》田畑冠水 0.7ha 

 

《大竹市》田畑冠水 29ha 

梅雨 

平成 17 年 9月 6 日 

両国橋 

4.42m 

小川津 

5.06m 

家屋流出または全壊 12 戸、田畑流失 59ha 台風 14 号 
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2－4.生物や水量・水質、河川空間利用等管理上留意すべき河川環境の状況 

2－4－1.生物 

（1） 上流部 

上流部は小瀬川ダム及び渡ノ瀬ダムより上流の山地及び渓谷を含む区域であり、流域

の大部分を山林が占めています。源流域山地一帯は山地自然植生を代表するブナ林をは

じめとして、コナラやアカマツなどの二次林、スギ・ヒノキ植林が広がっています。 

また、貴重な植生(特定植物群落)として、小瀬川の「羅漢渓谷の渓谷植生」および七

瀬川の「万古渓の峡谷植生」などがあります。動物相をみると、豊かな山地を象徴する

ツキノワグマやクマタカ、魚類では渓流を好むアマゴやタカハヤなどが生息しています。 

   
 

 

 
 

 

 

山間部の樹林地における上位種である 

「クマタカ」 
森林生態系の上位種である 

「ツキノワグマ」 

渓流を好む「アマゴ」 
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（2） 中流部 

中流部は、小瀬川ダムと渡ノ瀬ダムから弥栄ダ

ムまでの区間で、区間の上流は小瀬川と支川の玖

島川が平行して流れ、合流点から下流の小瀬川は

河床を深く刻んで流れ、花崗岩が渦流で侵食され

てできた甌穴群の蛇喰磐や弥栄峡といった特異

な河川景観が見られます。 

中流部の植物相は、ツルヨシやネコヤナギが生

育し、河岸の露岩地にはキシツツジやツゲが点在

します。 

動物相では、鳥類ではヤマセミやカワセミなど

の水辺の小鳥、魚類では浮き石状態の早瀬を好むアカザやカジカなどが生息し、特に水

のきれいな小渓流に棲むブチサンショウウオが生息するなど豊かな自然環境の指標を表

す種が生息しています。 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

河岸の露岩などに生育する 

「キシツツジ」 

河岸の崖地などに営巣する 

「ヤマセミ」 

浮き石状態の早瀬を好む 

「アカザ」 

水のきれいな小渓流に棲む 

「ブチサンショウウオ」 

ダム湛水域が存在する中流域 
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（3） 下流部 

弥栄ダムより下流の下流部は、流向を東に

向けて河床勾配を緩やかにするとともに大き

く蛇行し、河岸が山付斜面となった無堤区間

から堤外地が発達した市街地へ流れます。 

下流部の植物相は、一般の河川では上・中

流部に見られるツルヨシやネコヤナギが群落

を形成しており、河原およびその周辺ではキ

シツツジ、シイモチ、シランなどの重要種が

見られ、特に弥栄ダム下流の山付斜面には注

目種が多く生育しています。また、特定外来

生物に指定されている「オオキンケイギク」が繁茂しており、法律に基づいた駆除等の

対応が必要となっている。 

動物相では、鳥類では一般に山間の渓流環境を好むカワガラスや、カワセミなどの水

辺の鳥が生息しています。水域では下流部の瀬がアユの産卵場となっており、水際の抽

水植物帯にはオヤニラミが、所々にできたワンド状の止水、緩流部ではメダカが生息し

ています。 

また、大きい転石がみられる瀬は両生類のカジカガエルの生息・繁殖環境となってい

ます。 

 

 
 

 

 
 

渓流環境を好む 

「カワガラス」 

河岸の崖地などに営巣する 

「カワセミ」 

ツルヨシ群落を産卵・生息環境とする 

「オヤニラミ」 
渓流環境を指標する 

「カジカガエル」 

山付斜面がみられる下る中流域 
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（4） 河口部 

潮止め堰の中市堰から下流の河口部は、広島

県・山口県の工業地帯が広がり流域資産が集中

した地域です。堤内地は都市化が進み、河道内

にも親水護岸、ブロック護岸、捨石護岸などが

整備されています。 

河口部の植物相では、希少種のハマナデシコ

などが確認されていますが、まとまった植生は

殆ど見られず、水系唯一の海浜植生であるコウ

ボウシバ群落や塩生のヨシ群落が極僅かに分布

しています。 

動物相では回遊魚のゴクラクハゼやマハゼなどの魚類やヤマトシジミ、クチバガイ、

ゴカイ類などの多様な底生動物が生息する一方で、それらを捕食するサギ類、シギ類、

チドリ類などが鳥類の餌場、休息場として干潟を利用しています。また、春先にはシロ

ウオの遡上が見られ、四つ手網による漁は季節の風物となっています。 

 

 
 

 

 

干潟に生息する 

「アサリ」 

水系唯一の海浜植生である 

「コウボウシバ」 

干潟の底生動物などを捕食する 

「チュウシャクシギ」 

河口部生態系の上位種である 

「ミサゴ」 

市街地と工業地帯が広がる河口部 
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2－4－2.水質 

小瀬川の水質については、河口から中市堰までは B 類型、中市堰から前淵橋までは A 類

型、前淵橋より上流は AA類型に指定され、近年はほぼ環境基準値を満足しています。 

 

図 2－4－1 環境基準地点位置図 
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注）大和橋地点は感潮域。 

図 2－4－2 主要地点の水質(BOD75%値)経年変化図 
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表 2－4－1 環境基準類型指定の状況（河川） 

水域の範囲 類型 
達成 

期間 
環境基準点 指定年月日 

小瀬川（前淵橋より上流(弥栄湖、
小瀬川ダム湖に係る部分を除

く。)） 

AA イ 小川津 
昭和48.3.31指定 
平成13.3.30変更 

小瀬川（前淵橋から中市堰まで） A イ 両国橋 
昭和48.3.31指定 

小瀬川（中市堰より下流） B イ 大和橋 

玖島川（全域(渡之瀬ダム貯水池の
水域に係る部分を除く。)） 

A イ 渡ノ瀬貯水池流入前 
昭和51.4.13指定 
平成18.3.2変更 

※)達成期間の分類は次のとおりである。 

       イ:直ちに達成、ロ:5 年以内で可及的すみやかに達成、ハ:5 年を越える期間で可及的すみやかに達成 

 

 

表 2－4－2 環境基準類型指定の状況（湖沼） 
水 域 の範 囲  類型 達成期間 指定年月日  

弥栄ダム貯水池(弥栄湖)（全域) 
AA ニ 

平成13.3.30指定  
Ⅱ ニ 

小瀬川ダム貯水池（小瀬川ダム湖）（全域） 
A イ 

平成13.3.30指定 
Ⅱ ハ 

渡ノ瀬ダム貯水池（渡ノ瀬貯水池）（全域） 
A イ 

平成18.3.2指定 
Ⅱ ニ 

※)達成期間の分類は次のとおりである。 

イ:直ちに達成、ニ:段階的に暫定目標を達成しつつ、環境基準の可及的速やかな達成に努める。ハ：5 年を越
える期間で可及的すみやかに達成 
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2－4－3.水利用 

小瀬川水系の水利用は、古くは農業用水を主体に利用されてきましたが、近年では、工

業の発展により工業用水や上水道用水などの都市用水の利用が増大しています。現在でも、

農業用水として約 380ha の農地でかんがいに利用され、水道用水としては、広島県の大竹

市、廿日市市等で、山口県の柳井市等で利用されています。工業用水としては大竹市や和

木町の臨海工業都市などで利用されています。取水量は発電用水利用が最も多く、流域内

の 6 発電所により最大出力約 3万 kw の電力供給が行われています。 

 

表 2－4－3 小瀬川水系の利水の現況 

項 目 区分 件数 最大取水量(m3/s) 摘要 

農業用水 
法 10 0.502 かんがい面積 約 380ha 

広島県 約  316ha 

山口県 約   64ha 慣 90 － 

工業用水 
法 7 5.735 － 

慣 0 － － 

上 水 道 
法 4 1.253 － 

慣 0 － － 

発  電 法 6 最大 26.550 － 

計 115 － － 

出典：法（許可水利権）については、「水利使用規則（令和 2 年 3 月 31 日現在）」を集計 

慣（慣行水利権）については、「届出書（令和 3 年 3 月 31 日現在）」を集計 

 

小瀬川の弥栄ダム地点から下流の既得水利としては、工業用水として約 5.7m3/s、上水

道用水として約 0.2m3/s、農業用水として約 0.4m3/s の合計約 6.3m3/s です。なお、工業用

水の利用が最大で約 90%を占めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4－2 小瀬川水系大臣管理区間（弥栄ダムより下流）の水利用の割合 

 

 

農業用水

0.4m3/s(7%)

工業用水

5.7m3/s(93%)

上水道用水

0.2m3/s(3%)

※農業用水の値は期間中最大値。 
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2－4－4.渇水の状況 

小瀬川流域では、昭和 42 年、昭和 44 年、昭和 48 年、昭和 52 年、昭和 53 年、昭和 57

年、昭和 61年、昭和 63年、平成 6 年、平成 11年、平成 14 年、平成 16 年、平成 19 年、

平成 20 年、平成 23 年に渇水が発生しています。特に平成 6 年渇水は、取水制限が 12 月

19 日から 5 月 11 日までの 144 日間に及び、近年では最悪のものとなりました。 

平成2年に弥栄ダムが完成するまでは、約5年に1回取水制限を実施する状況でしたが、

弥栄ダム完成以降は、異常渇水であった平成 6 年のほか、平成 20 年、平成 22 年に取水制

限は実施されていますが、弥栄ダム建設後は取水制限の頻度は低下しています。 

（取水制限の頻度 弥栄ダム建設前：約 2～3 年に 1 度、 弥栄ダム建設後：約 6年に 1 度） 

小瀬川水系の水利用は、工業用水が中心であり、年間を通じて取水量がほぼ一定である

ため、降水量が不足した場合、冬季に渇水が起こることが多いです。 

 

表 2－4－4 近年の取水制限の状況 

年次 
取水制限実施 

備  考 
期間 日数（日） 

昭和 42 年 S42. 9.30～S42.12. 5 67  

昭和 44 年 S44. 9.22～S44. 9.30 9  

昭和 44 年 S44.11.14～S45. 2.28 107  

昭和 48 年 S48. 7.27～S48. 9.13 49  

昭和 48 年 S48.12.15～S49. 2.18 66  

昭和 52 年 S52.10. 6～S53. 1.28 115  

昭和 53 年 S53. 8. 2～S53.10. 1 61  

昭和 57 年 S57. 7 12  

昭和 61 年 S61.12.13～S61.12.26 14  

昭和 63 年 S63. 2   ～S63. 3 22  

平成 6 年 H 6.12.19～H 7. 5.11 144  

平成 20 年 H 20. 1. 7～H20. 1.29 23  

平成 22 年 H22.12.21～H23. 3.23 93  

（自主節水期間は除く）    
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2－4－5.河川利用 

（1） 河川敷等の利用の状況 

小瀬川の年間河川空間利用者数（推計）は、12 万 8 千人であり、流域内人口からみた

年間平均利用回数は約 5.3 回となっています。 

利用形態別では「散策等」が 80％と最も多く、次いで「スポーツ」14％、「水遊び」5％、

「釣り」1％と続いています。 

利用場所は「堤防」が 57％と最も多く、次いで「高水敷」が 36％であり、これらが河

川空間の利用場所の 9 割以上を占めています。 

平成 26 年度と平成 31 年度を比較すると、利用形態別では、「釣り」は微減に止まるも

のの、「水遊び」、「散策等」が大きく減少する中、「スポーツ」のみ増加が見られます。

また、利用場所別にみると、「水際」では微増しているものの、それ以外の「水面」、「高

水敷」、「堤防」では大幅に減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4－3 小瀬川における各季の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4－4 小瀬川における年間河川空間利用状況 

平成26年度 平成31年度 平成26年度 平成31年度

スポーツ 6 18

釣り 3 1

水遊び 25 7

散策等 385 101

合計 419 128

水面 24 4

水際 4 5

高水敷 83 46

堤防 307 73

合計 419 128

利
用
場
所
別

区分 項目
年間推計値（千人） 利用状況の割合

利
用
形
態
別

スポーツ

1%
釣り

1%
水遊び

6%

散策等

92%

水面

6%
水際

1%

高水敷

20%

堤防

73%

スポーツ

14%

釣り

1%

水遊び

5%

散策等

80%

水面

3%
水際

4%

高水敷

36%
堤防

57%

299

24

413

885

436

101

331

146

1,664

122

2,206

583 581

216

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

4/29
H26

4/29
H31

5/5
H26

5/5
H31

5/19
H26

5/20
H31

7/27
H26

7/28
H31

7/28
H26

7/29
H31

11/3
H26

11/3
H31

1/12
H26

1/13
H31

春季休日1 春季休日2 春季平日 夏季休日 夏季平日 秋季休日 冬季休日

（人）

各調査日の利用者数（小瀬川水系）

散策等 水遊び 釣り スポーツ○ 晴 ● 雨

● ● ○ ●● ○ ○ ● ● ● ○ ○ ● 〇



 19

（2） 河川の利用実態 

小瀬川の河川利用状況は、上流に西中国山地国定公園、羅漢山県立自然公園（山口県）

が隣接し、鳥獣保護区や自然環境保全地域に指定されている区間等が多く、自然に恵ま

れています。中流部は全国有数の規模を誇る弥栄ダムが完成し、関係自治体により周辺

整備がなされ、レクリエーションの場として多くの人々に利用されています。 

また、下流部は水辺の楽校や親水護岸などが整備され、散策、魚釣り等に利用されて

いる他、「ひな流し（大竹市）」等、小瀬川を舞台に様々な伝統行事が催されています。 

 

 
   図 2－4－5 ひな流しの風景 

 

  
図 2－4－6 河川管理用通路 
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2－5.地域連携（市民活動） 

小瀬川流域内には、小瀬川及び周辺地域をフィールドとして様々な住民や地域団体が活動

しています。 

毎年 7月の河川愛護月間には、河川清掃『クリーン小瀬川』（2 市 1 町後援、自治会、漁協、

NPO 法人等による）、が開催されています。 

 

   
大竹市本町                大竹市本町 

図 2－5－1 河川清掃（クリーン小瀬川） 

 

また、沿川の老人会や子供会が毎月のように、清掃活動や花壇の手入れ等を行っています。 

 

図 2－5－2 沿川の老人会や子供会による清掃活動や花壇の手入れ 

 

さらに、穂仁原地区と木野地区で水辺の楽校を利用した総合学習支援が行われています。  

  

<水生生物調査> <水辺の楽校ベンチ製作> 
小学校児童と木野っこ応援団で、小瀬川に棲む生き

物を調査した。 

木野っこ応援団が自主的に水辺の楽校のベ

ンチを作製した。 

図 2－5－3 教育ボランティア等による総合学習支援 
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和木町では、平成 14 年度から水辺の回廊元町箇所(中市堰～大和橋)を利用した「元気づく

り事業(健康ウォーク)」を開催し町民の健康づくりに役立てています。その後、和木箇所(大

和橋～栄橋)の完成に伴い、ウォーキング範囲が延長(中市堰～栄橋)されました。 また、沿

川の医療機関においてはリハビリにも活用されています。 

  
図 2－5－4 元気づくり事業（健康ウォーク） 

 

山口県健康福祉部では、健康やまぐちサポートステーションにおいて小瀬川沿川をウォー

キングロードとして住民の健康づくりの場としてホームページ等を通じて紹介しています。 

 
図 2－5－5 小瀬川沿川のウォーキングロード 

 

弥栄ダムではダムを活かした水源地域の自立的・持続的な活性化を図り、流域内の連携と

交流によってバランスのとれた流域圏の発展を図ることを目的として、自治体、住民等とダ

ム管理者が共同で弥栄ダムの水源地域ビジョン『弥栄ダム周辺地域活性化促進プラン』を平

成 14年 7月に策定しています。 

 

    
図 2－5－6 弥栄ダム利用状況           
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3．河川管理上留意すべき事項 

3－1.中市堰周辺の土砂堆積 

中市堰は、小瀬川 2K500 付近に設置されている鋼製起伏堰で、河床の縦断勾配の変化点で

あり、感潮区間に位置している等から、堰周辺の土砂堆積が顕著です。 

平成 7年、平成 11年の出水時に、堆積土砂に起因するゲートの動作不良が発生しました。 

したがって、中市堰の操作に支障をきたさない土砂管理が必要となっています。 

 
図 3－1－1 中市堰周辺の土砂堆積 

 

 

3－2.河道内樹木の繁茂 

河道内樹木は、維持すべき流下能力を阻害し洪水時の水位上昇等を招くとともに、河川管

理上の支障となる場合があります。 

特に、小瀬川下流部は、みお筋と砂州の比高差が大きくなることで、みお筋が固定化され、

河道内樹木が繁茂しています。 

河道内樹木の繁茂により見通しが悪くなることにより、道路沿いの不法投棄が問題となっ

ています。そのため、流下能力の確保に支障のある樹木や河川管理上支障となる樹木につい

て伐採を行っています。引き続き、伐採箇所の再繁茂状況をモニタリングする等、河道内の

樹木が河道の流下能力確保や河川管理上の支障とならないよう計画的に管理する必要があり

ます。 

なお、樹木伐採にあたっては、無堤部（10K780～11K740 右岸）の河岸保護のための樹木と

河道内に点在している堤外民地内の樹木を伐採する場合には、必要な対策を行います。 

小瀬川 

中市堰 

土砂堆積状況（H22 年 1 月） 堰上流の堆積状況 
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昭和 53 年          平成 8 年         平成 18年 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 21 年                 平成 30年（最新）

：樹林化の進行している区間
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下図に示すように、昭和 62 年以前と比べ、平成 7年以降は、河床低下とともに、みお筋と

砂州との比高差が拡大することにより、みお筋が固定化されています。 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(昭和 53 年)        （平成 8 年）       （平成 18年） 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

(平成 21 年)        （平成 30 年） 

 

図 3－2－1 7K000 付近の平面図 

 

 

7K000

 7K000

みお筋の固定化

7K000

みお筋の固定化

7K000

7K000

みお筋の固定化
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図 3－2－2 比高差の拡大によりみお筋が固定化している断面（7K000） 
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3－3.洗掘 

 小瀬川下流部では、みお筋の固定化が進んでいるため、洪水時の局所的な洗掘等により河

川管理施設の損傷が発生する恐れがあります。 

 また、護岸のり尻高が設計の基準となる旧計画河床高より１ｍ以上低下している区間等で

は、洗掘による護岸等の損傷が懸念されます。そのため、状態把握と対策を検討する必要が

あります。 

 

 

 

図 3－3－1 洗掘による護岸崩壊（対策済） 
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3－4.堤防の質的安全性 

堤防は長い年月をかけ現地で発生する様々な材料や工法により築造されているため、その

内部構造や地質状況は不明確な点が多いため、降雨や河川水位の上昇に伴う基礎地盤からの

漏水や堤体ののり滑りが懸念されます。 

また、堤防に設置される樋門等の河川構造物は、重量や剛性が土構造である堤防と異なる

ため、両者の接合部を長期にわたり安定的に密着させることが困難であり、洪水に対して弱

点となる場合があります。 

さらに、堤防点検や出水期前の点検においても、樋門周辺の取付護岸で変状（ズレやクラ

ック等）が多数確認されています。このため、堤防の安全性を確保する目的で、樋門周辺堤

防の空洞化や水ミチの発生原因と状況の把握が必要になってきています。 

 

堤防では、以下の事象により安全性が低下する場合があります。そのため、堤防の詳細点

検を実施しています。 

        

 

        

 

        
（河川堤防の詳細点検について：平成 18 年 9月 28 国土交通省河川局治水課記者発表資料より） 

図 3－4－1 浸透による堤防崩壊のメカニズム 

河川の水位が高い状態が長時

間続くと、堤防内の水位が上昇

し、堤防の中に水の通り道が形

成される。 

水の通り道が徐々に拡大し、水

とともに堤防の土が流れ出す。 

堤防が崩壊する。 
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点検延長：7.5km 

照査基準値未満：2.2km 

図 3－4－2 小瀬川堤防詳細点検結果情報図 

 

 

 
図 3－4－3 取付護岸のずれ（対策済） 

 

  
図 3－4－4 樋管のズレ等 

 

 

ズレ 平成２５年３月現在 
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3－5.河川構造物の老朽化 

3－5－1.高潮護岸 

 小瀬川河口部の高潮護岸（コンクリート構造）は、施工後 50年以上経過しており、強度

の低下に加えて、中性化や塩化物イオンの浸透に伴うコンクリートのひび割れ進行による

構造物の破損が懸念されます。外観調査では護岸目地の開口が確認されており、現況にお

ける施設の状況把握が不可欠です。そのため、施設の劣化過程を踏まえた健全度評価を行

った上で、定期的な監視や適切な補修を実施し、施設の機能維持を図る必要があります。 

   
         波返し工目地の開き   コンクリートのひび割れ 

図 3－5－1 老朽化している護岸 

 

※コンクリートの耐用年数：一般の構造物の場合、50年とされています。 

「コンクリート構造物の耐久設計指針（案）」P.80 より 

 

 

表 3－5－1 護岸の築造年代 

左右岸 距離標 築造年 基本構造

C0k650

1k000

（栄橋）

C0k650

1k000

（栄橋）

石積またはブロック積の上に
被覆工（詳細構造は不明）

0k900-18.0

0k900+15.0

S15（興和石油） 自立構造型-3

S44（石積等）
S61

石積+パラペット

S47
石積またはブロック積の
上に被覆工（被覆構造型

（パッティング））

C0k100+16.0

C0k200

0k900

右岸

左岸

C0k100

S39～41（広島県） 自立構造型-3

施工年不明 被覆構造型-3※

　　※左岸側C0k100+16.0～C0k200は、施工履歴資料が不明であるが、上流側に隣接する
　　　 堤防断面と外見上、また断面構成上同一であることからほぼ同年代に施工されたもの
　　　 と考えられる。

S43～47（広島県） 被覆構造型-3

S57～58（広島県） 被覆構造型-3
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3－5－2.樋門等河川管理施設 

（1） 河川管理施設本体 

小瀬川に設置されている樋門や陸閘門、堰等の河川管理施設では、施設の老朽化（ゲー

トや巻上げ機の発錆、函体内部のクラックの発生）が確認されています。 

建設後の経過年数に着目すると小瀬川の河川管理施設（水門・樋門等）の約 80％以上が、

機器（扉体・巻き上げ機）の信頼性による取替・更新年数（約 30年）を超えており、作動

不良等の機能低下が懸念されます。 

このため、河川管理施設は洪水時に所要の機能が確保できるよう、適切な状態把握（状

態監視）を行うとともに、点検および診断の結果により劣化状況を把握し、機器の重要性

を考慮して効率的・効果的な維持管理を行う必要があります。 

   

 

 

 

図 3－5－2 老朽化による樋門構造の不具合事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－5－3 河川管理施設（水門・樋門等）設置後の経過年数 

※：30 年は機器の信頼性による取替・更新年数により設定した。 

「河川用ゲート設備 点検・整備更新検討マニュアル（案）ｐ2-22」 

 

歯当たりが悪く、点検用のペイントが付着

したままとなっている 

歯当たりが悪く、局所的に過負荷状態とな

っている。進行すると、歯車の破損・変形

により動作不良を起こし、ゲート操作が困

難となる。 

0
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7

10年未満 10年以上

～

20年未満

20年以上

～

30年未満

30年以上

～

40年未満

40年以上

～

50年未満

50年以上

施設数 全体の 8 割以上 
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（2） 河川管理施設の操作等 

樋門等河川管理施設の操作は、洪水時における雨量、河川の水位・流量等を的確に把

握した上で、操作規則等に基づき行っていますが、近年、小瀬川流域では、社会情勢の

変化や地域住民の高齢化により、樋門操作員の確保が困難になりつつあります。 

また、小瀬川の下流部は弥栄ダムが洪水調節後の貯留量を確保するために行う放流に

伴い、水位上昇の期間が長時間継続し、操作員への負担が増大しています。 

したがって、老朽化した樋門の更新の際には、水位変化に応じた自動開閉機能を有す

る施設等、確実な逆流防止機能を確保した上で操作員の負担軽減を図る改築構造検討を

進めていきます。 
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3－5－3.防災通信設備 

洪水時における水位上昇の危険周知や河川の状況把握を行うために設置された放流警報

装置、情報表示板や CCTV 等の防災通信設備は、10～15 年サイクルで更新が必要です。 

こうした老朽化が進む設備の機能を確保できるよう適切な状態把握を行うとともに点検

および診断の結果にもとづく劣化状況、設備の重要性を考慮し、効率的・効果的に維持管

を行う必要があります。 

また、設備の設置目的、装置・機器の特性、重要度、設置条件、稼働状況、機能を考慮

して維持管理内容の最適化に努め、予防保全・事後保全を使い分けた効率的な補修計画を

立案していく必要があります。 

 

  

 

 

    
カメラ装置劣化による画像の乱れ        ﾋﾟﾝﾄ、色調不良 

図 3－5－4 CCTV の機能低下の事例 
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3－6.河川利用への対応 

 小瀬川下流部では、水辺の楽校や水辺の回廊などが整備され、散策、魚釣り等に利用され

ているほか、子供たちの健やかな成長を祈る「ひな流し」等、小瀬川を舞台に様々な伝統行

事が催されています。また、河口部では、干潮時に広がる干潟で、潮干狩りやハゼ釣りなど

が行われ、多くの家族連れでにぎわっています。 

 一方で廃棄物の投棄等の社会問題が生じており、適正な河川利用を図るため利用状況の監

視・指導が必要です。 

 

 

 

 
図 3－6－1 小瀬川出張所管内 ゴミマップ 

 



 34 

3－7.特定外来生物等の侵入 

近年、小瀬川においても、特定外来生物の侵入が問題となっており、「特定外来生物による 

生態系等に係る被害の防止に関する法律」に基づき国土交通大臣が防除の主務大臣となってい 

る特定外来生物5種のうち、オオキンケイギクが確認されている。 

これら特定外来生物等の増加は、在来の生物種の駆逐、生態系のバランスの崩壊、在来種の 

遺伝的な独自性の喪失などの悪影響が懸念される。また、特定外来生物の混入している刈草に

ついては、拡散防止の観点から、飼料化や堆肥化といった資源の有効利用や除草コストの縮減

に資する取り組みが法的に規制される。 

このような状況を踏まえ、特定外来生物等の生育情報の把握に努めるものとし、小瀬川にお

いては、堤防除草等の河川維持管理にあたり、特にオオキンケイギク等の防除を行います。 
 

3－8.出水等への対応 

3－8－1.出水への対応 

小瀬川では、中・上流部では近年においても洪水被害が多く発生していますが、下流部で

は、弥栄ダムの洪水調節により被害は殆ど発生していません。しかし、現状の施設能力以上

の洪水が発生した場合においても被害をできるだけ軽減できるよう、事前準備としての訓練

の実施や防災上必要な資機材の備蓄等により、災害への備えを充実させていきます。 

  

図 3－8－1 H17.9 洪水 玖島川の被災状況（広島県廿日市市） 

 

 

     

排水ポンプ車操作訓練           照明車操作訓練 

図 3－8－2 水防機材の操作訓練  
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      図 3－8－3 水防備蓄資材 

 

 

3－8－2.水質事故への対応 

流水の正常な機能の維持、河川環境の保全を達成するためには、事故やテロ等による河川

への汚濁物質の混入等、突発的に発生する水質事故に迅速かつ適切に対処する必要がありま

す。 

また、中市堰上流では上水、工業用水、農業用水を取水しているため中市堰を適切に管理

し、塩水遡上の防止を図る必要があります。 

 

 

  
図 3－8－4 小瀬川の水質事故訓練 
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図 3－8－5 小瀬川取水箇所模式図 
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4．河川の区間区分 

河川管理を行う際には、管理対象区間の人口・資産の集積状況、河川環境、利用状況等を念

頭に置き、効果的、効率的に実施することが求められています。 

そこで管内全区間を次のように区分して、河川管理を実施していきます。 

【区間区分】 

・ A 区間：はん濫域に多くの人口、資産を有し、堤防により背後地を守るべき区間。 

・ B 区間：それ以外の河川管理区間。 

 

4－1.A 区間 

小瀬川の 4K000 より下流は、人口・資産が集中することから、A区間とします。 

 

4－2.B 区間 

小瀬川の 4K000 より管内上流端は、通常の管理を行う B区間とします。 

 
図 4－2－1 小瀬川水系河川区分図 

） 

 

：Ａ区間

：Ｂ区間

河川の区間区分 4K000 
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5．河川維持管理目標 

5－1.維持管理目標の設定方針 

小瀬川水系における維持管理目標は、小瀬川水系の現状や、河道改修等の事業を踏まえて、

今後 5年間で実施する維持管理上の個別の目標を定めます。 

なお、小瀬川の河道や施設管理を行う上で特に留意すべき事項については、可能な限り具

体的な目標を定めます。 

設定した目標に対し、PDCA サイクル体制を構築し、維持管理目標達成に向けた維持管理行

為を行います。 

設定した目標に対して、5 年間の改修や維持等の河川管理行為により目標達成が出来たか

のフォローアップを行い、目標が達成できなかった場合には、要因を明確にし、次期５ヶ年

の維持管理計画に反映させていく方針とします。 

個別に設定した重点項目・内容を表 5－1－1 に示します。 

 

・維持管理目標の達成に向けて、維持管理計画を
基に、年度毎の維持管理実施計画を作成する。

維持管理実施計画の作成

・維持管理目標の達成に向けて、維持管理計画を
基に、年度毎の維持管理実施計画を作成する。

維持管理実施計画の作成

・維持管理実施計画に基づく維持管理対策を行う。

維持管理対策

・維持管理実施計画に基づく維持管理対策を行う。

維持管理対策

・維持管理実施計画に基づき、1年毎の維持管理
対策 の進捗状況を把握する。

維持管理対策実施状況の把握

・維持管理実施計画に基づき、1年毎の維持管理
対策 の進捗状況を把握する。

維持管理対策実施状況の把握

・維持管理対策実施箇所等について、継続的にモニタ
リングを行い、対策の効果を検証する。

・維持管理対策未実施項目について、未実施の理由
を考察する。

・対策の効果があがらなかった事項に対して、要因を
明確にする。

維持管理実施計画の見直し

・維持管理対策実施箇所等について、継続的にモニタ
リングを行い、対策の効果を検証する。

・維持管理対策未実施項目について、未実施の理由
を考察する。

・対策の効果があがらなかった事項に対して、要因を
明確にする。

維持管理実施計画の見直し

D

C

・維持管理対策実施箇所等について、継続的にモニタ
リングを行い、維持管理目標が達成できているかを
検証する。

・維持管理目標が達成できなかった事項に対して、 出
来なかった要因を明確にする。

5年後の達成状況の評価

・維持管理対策実施箇所等について、継続的にモニタ
リングを行い、維持管理目標が達成できているかを
検証する。

・維持管理目標が達成できなかった事項に対して、 出
来なかった要因を明確にする。

5年後の達成状況の評価

・過去5年間での維持管理目標の達成状況等を踏まえ
次期5年間の維持管理目標を設定する。

・維持管理目標を達成するため、重点箇所や具体的な
維持管理内容を記載した次期5ヵ年の維持管理計画
を作成する。

次期5ヵ年維持管理計画に反映

・過去5年間での維持管理目標の達成状況等を踏まえ
次期5年間の維持管理目標を設定する。

・維持管理目標を達成するため、重点箇所や具体的な
維持管理内容を記載した次期5ヵ年の維持管理計画
を作成する。

次期5ヵ年維持管理計画に反映

河川技術にかかる
技術的知見の充実

技術基準等の見直し

P

A

評価

反映
（毎年）

 

 

 

図 5－1－1 維持管理計画の設定方針 
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表 5－1－1 本維持管理計画内で重点的に取り組む事項 

項目 維持管理目標 具体的な維持管理対策 

河道流下能力の確保  土砂の堆積状況や河床変動

状況を把握し、維持すべき

流下能力を確保するため、

状態に応じた対策に努めま

す。 

 中市堰では、堆積土砂が堰操作の

支障となるため、管理河床高を設

定し、適切なモニタリングを実施

します。 

 効率的な土砂管理のため、川の営

みを活かした河道の維持管理手

法を検討します。 

河道（洗掘）  施設の基礎周辺の河床高の

変化を把握し、河床低下傾

向にある場合には、特に注

意して点検を継続する等、

施設機能の維持に努めま

す。 

 最新の河道状況による重要水防箇

所の再評価を行い、必要に応じて、

新規重要水防箇所の対策を行いま

す。 

堤防  堤防点検や河川巡視によ

り、堤防の変状を把握し、

良好な状態を維持するた

め、状態に応じた機能維持

に努めます。 

 変状の発生しやすい河川管理施設、

許可工作物の周辺堤防について、空

洞化進行度合い等健全度評価を行

い、必要な対策を実施します。 

護岸  護岸の劣化状況を継続的に

把握し、変状が護岸の機能

に支障が生じる場合には、

状態に応じた対策に努めま

す。 

 毎年実施する堤防点検時に、要対策

箇所を把握します。 

 要対策区間(Ｃ評価箇所)の対策を計

画的に行います。 

 護岸健全度の詳細調査や対策実施

箇所のモニタリングにより変状の

進行を把握します。 

河川管理施設  定期点検を実施し、動作確

認や施設の機能維持に努め

ます。 

 施設の更新時期等に合わ

せ、洪水等に対する安全性

の強化と省力化に努めま

す。 

 機能低下の兆候がある場合には、

モニタリングを継続するととも

に、重大な支障が生じると判断し

た場合には、必要な対策を実施し

ます。 

 老朽化した樋門のうち、不完全閉

門に対する影響の少ない小口径樋

門について、無動力化（フラップ

ゲート化）を行います。 

防災通信設備  定期点検を実施し、動作確

認や施設の機能維持に努め

ます。 

 機能低下の兆候がある場合には、

モニタリングを継続するととも

に、重大な支障が生じると判断し

た場合には、必要な対策を実施し

ます。 

 CCTV や放流警報装置、情報掲示板

等の劣化状況の把握や予測を行

い、施設の必要性も踏まえた更新

計画を検討します。 
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5－2.河道流下能力の確保 

河川維持管理における河道流下能力の確保は、現状河道の流下能力を確保することを基本

とします。 

現況の河道流下能力において計画高水流量を満足する区間については、計画高水流量を流

下できる能力の維持を図ります。また、維持管理計画の履行期間中に流下能力の向上を図る

ため、河床掘削等により河積拡大を伴う河道改修を実施した場合には、改修後の流下能力を

維持すべき流下能力とします。 

流下能力を確保するため、河床掘削や樹木伐採を実施する場合には、瀬や淵の保全に努め、

陸域の生物も含めた生物の生息・生育・繁殖環境に配慮します。 

 

5－2－1.土砂堆積 

（1） 維持管理目標 

河道内の土砂堆積による流下能力の減少や河床の深掘れによる河川管理施設への悪影

響が生じないよう、定期的に河川巡視や縦横断測量等を行い、土砂の堆積状況や、河床

変動状況を的確に把握します。 

異常堆積等により、維持すべき流下能力を著しく阻害する場合には、堆積土砂の掘削

により必要な断面を確保してゆきます。 

 

（2） 具体的な維持管理対策 

① 基本的な考え方 

洪水後に洪水前と比較し、土砂が著しく堆積している箇所について、出水後点検や

河川巡視等で調査し、縦横断測量等により流下断面の変化を把握した上で、維持すべ

き流下能力が著しく阻害される場合には、必要に応じて河川環境の保全に留意しなが

ら河床掘削等の適切な対策を実施していきます。 

 

② 対策の目安 

両国橋観測所において、はん濫注意水位以上の洪水後には、必要に応じて速やかに

縦横断測量を実施していきます。洪水後の土砂堆積により、河道の流下能力が著しく

阻害されている場合には、必要に応じて、維持掘削を実施していきます。 

また、堰操作の支障となる異常堆積が発生した場合にも、必要に応じて、維持掘削

を実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 40

 

③ 重点箇所 

堰の操作上重要な地点である中市堰付近の土砂堆積について堰の操作に支障をきた

さないよう下記にもとづき計画河床高＋1m 程度で堰下流～2K400 区間の河床管理を実

施し、1ｍ以上の堆積が確認された場合には、堆積土砂の撤去を行っていきます。 

 

○平成 7 年の堰操作不良発生時の堆砂高 

○300m3/s 規模の出水でフラッシュが可能な堆砂高（堰操作方法の変更を前提） 

 

堆積土砂の管理のため、定期的な測量のほか、はん濫注意水位以上の洪水が発生し

た場合には、必要に応じて速やかに縦横断測量により堰下流の状態を把握していきま

す。 

さらに、効率的な土砂管理のため、川の営みを活かした河道の維持管理手法につい

ての検討を行っていきます。 

 

 

 

土砂堆積の進行 

管理河床高 

これ以上土砂が堆積す

ると変更操作ルールに

よるフラッシュ効果は

ほとんどない。 

変更操作ルールにより

土砂をフラッシュさせ

ることが可能 

右岸堆積箇所の平均的
な無次元掃流力がτ＝
0.05 となる高さ 

 
図 5－2－1 管理河床高設定イメージ図 

 
※ 変更操作ルール：堰下流の土砂堆堰状況を考慮して堰の操作ルールを実施する  

ものです。 

通常は中央のゲートから倒伏させていますが、変更操作ルー

ルでは右岸の土砂が堆積しているときは右岸側のゲートを

最初に倒伏させ、砂をフラッシュします。同様に、左岸の土

砂が堆積しているときは左岸のゲートを最初に倒伏させ、砂

をフラッシュします。 
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                 H30 中市堰掘削工事前               中市堰工事後(R3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30 中市堰掘削工事(H30 小瀬川管内維持工事) 

 

図 5－2－2 H30 中市堰掘削工事 

 

 

 

表 5－2－1 中市堰周辺の堆積土砂の撤去状況 

年月日 堆積土砂の撤去 

平成８年３月～ 

平成９年２月 

・堰下流 8600m3（計画河床まで），堰上流 9700m3（護

床工より 1/100 勾配）の計 18,300m3を掘削 

平成 11 年９月 ・ゲート周辺土砂 20m3を撤去 

平成 12 年１月～ 

平成 12 年３月 

・堰下流 4,400m3（計画河床まで）を掘削 

・倒伏時，起立時の土砂巻き込みを防止するため堰

柱下流に根固ブロックを設置 

平成 12 年６月～ 

 平成 12年７月 

・ゲート周辺土砂 20m3を撤去 

平成 12 年９月 ・ゲート周辺土砂 10m3を撤去 

平成 15 年９月 ・ゲート周辺土砂 13m3を撤去 

平成 15 年 12 月 ・堰下流右岸 4,100m3（計画河床まで）を掘削 

平成 18 年７月～ 

平成 18 年８月 

・ゲート周辺土砂 57m3を撤去 

平成 19 年 ・ゲート周辺土砂を撤去 

平成 22 年 ・土砂 2,100 m3を撤去 

平成 23 年 ・土砂 1,500 m3を撤去 

平成 30 年 ・土砂 2,100 m3を撤去  
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5－2－2.樹木群の抜開 

（1） 維持管理目標 

河道内に繁茂している樹木は、経年的に変化し維持すべき流下能力を阻害する場合が

あるため、樹木伐採計画を作成する等により必要に応じて伐採を実施します。なお、樹

木が治水・利水上の機能を有する場合、必要な樹木群は保全していくものとします。 

 

（2） 具体的な維持管理対策 

① 基本的な考え方 

維持すべき流下能力が常に確保できるよう、樹木群を管理し、洪水流下の支障とな

る樹木群は、全伐採を基本として伐採していきます。また、河川管理施設に悪影響を

与えるものや、堰操作に悪影響を与える樹木群についても伐採していきます。 

 

     

樹木伐採前              樹木伐採後 

 

 

② 対策の目安 

モニタリングにより樹木の再繁茂状況を監視し、再繁茂状況を踏まえ、必要に応じ

て樹木伐採計画を策定します。 

樹木伐採計画を策定する際には、以下の項目に留意します。 

・ 流下能力の維持 

・ 流木化対策 

・ 河川管理施設の洗掘・侵食防止（水衝部、高速流の発生防止） 

・ 河川管理施設の損傷防止（樹木の根の伸長防止） 

・ 河川巡視（CCTV による監視等） 

・ 不法投棄対策 等 
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③ 重点箇所 

樹木繁茂による流下能力の低下量が大きい樹木群を優先的に伐採していきます。 

また、比高差の拡大によりみお筋が固定化し、洗掘が生じている箇所の対岸等の偏

流箇所について重点的に樹木の繁茂状況を把握していきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（7K000 付近横断図）         （7K000 付近航空写真）  

 

図 5－2－3 比高差の拡大によりみお筋が固定化し、樹木が繁茂している箇所 

 

 

④ 留意点 

低水護岸法尻部に設置された根固め工の上に発生した樹木は、根固め工を緊結し、

河岸保護機能が期待されることから、流下能力の確保に支障のない範囲での保全を検

討します。 

10K780～11K470 右岸側の樹木は、政令（第 15条四の 1の 3）で指定されている無堤

部の保護のための樹木のため、伐採を行う際には、必要な対策を検討します。 

 

 
図 5－2－4 無堤部の保護のための樹木（10K780～11K470 右岸） 

 

 

 

 

 

みお筋の固定

化 

7K000 
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5－3.施設の機能維持 

5－3－1.河道（河床低下・洗掘） 

（1） 維持管理目標 

護岸等の施設の基礎の保持のため、施設の基礎周辺の河床高の変化を把握し、河床

低下傾向にある場合には、特に注意して点検を継続します。 

河川の下流部等、常時水面が護岸の基礎高より高い区間においては、目視による河

床状態の把握ができないことから、定期的な測量等の結果により河床状態を把握する

ことを基本とします。 

 

（2） 具体的な維持管理対策 

① 基本的な考え方 

出水に伴う河岸の変状について、点検や河川巡視等により早期発見に努め、堤防防護

の支障となる場合には、河川環境に配慮しつつ、適切な措置を講じていきます。また、

根固工については、治水機能が保全されるように維持管理を行っていきます。なお、対

策を実施する際には、水際部が生物の多様な生息環境であることに十分配慮します。 

 

② 対策の目安 

河岸の変状箇所について、堤防防護ラインや低水路河岸管理ラインまでの距離を評価

し、放置すると損傷が拡大し、堤防への影響が懸念される場合、侵食防止対策を検討、

実施していきます。 

根固工については、陸上部からの目視のみでは把握できないことが多いので、出水期

前点検時等に根固工の水中部の状態把握を行うよう努めるとともに、河床変動の状況を

把握していきます。また、適切な根固工の敷設長が確保されていることを確認していき

ます。 

 

③ 重点箇所 

護岸法尻が旧計画河床高より１ｍ以上低下している区間についてはモニタリングを継

続し、河床変動状況を重点的に把握するとともに、施設の安全性の再評価を行い、必要

に応じて対策を検討、実施します。 

既存の洗掘、水衝による重要水防箇所については重点監視を行い、必要に応じた対策

を実施します。 

また、最新の知見および河道状況に基づき危険箇所の再評価を行い、必要に応じて、

危険箇所の対策を実施します。
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対策前                    対策後 

図 5－3－1 根固めが流出し、基礎部が露出した事例（和木護岸） 

 

 

      

対策前                    対策後 

図 5－3－2 洗掘により護岸が崩壊した事例（前渕護岸） 

    

 

 
図 5－3－3 洗掘により低水護岸が侵食した事例（太田川：対策済） 

 

 

根固めが散乱し、護

岸基礎部が露出し

た状態 
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5－3－2.堤防 

（1） 維持管理目標 

堤防の安全性を確保するためには、所要の耐浸透機能、耐侵食機能を維持することが

必要です。それらの機能を低下させるクラック、わだち、裸地化、湿潤状態等の変状が

見られた場合は、当該箇所の点検を継続するとともに、堤防の機能に支障を生じると判

断して場合には必要な対策を実施することを基本とします。 

 

（2） 具体的な維持管理対策 

１）堤体 

① 基本的な考え方 

小瀬川の堤防は、国区間に編入される以前から順次築堤されたもので、現地発生材

等により施工されたものも多く、内部構造や地質状況が不明なものが多い状況です。

そのため、堤防概略点検や河川巡視等により堤防の変状を把握します。また、動物に

よるのり面被害についても河川巡視時に把握し、堤防の良好な状態が維持できるよう

に、状態に応じた対策に努めます。 

特に樋門等構造物周辺の堤防弱体化について詳細な調査により現状を把握し、健全

度の点検要領マニュアル等により必要な対策に努めます。 

なお、目視点検による日々の巡視、出水期前及び台風期の堤防点検等により、変状

が見られた場合は、河川カルテで時系列変化を把握する等、当該箇所の状態把握を継

続するとともに、必要に応じて原因調査を行い、堤防の耐侵食・耐侵透機能に支障が

生じると判断される場合には必要な対策を実施していきます。 

    

② 対策の目安 

洪水時はもとより日常の河川巡視の実施や出水期前及び出水後の堤防点検等により

堤防の変状を的確に把握し、必要に応じて適切な維持管理を行います。 

 

   
図 5－3－4 堤防点検の状況 
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③ 重点箇所 

小瀬川堤防詳細点検により安全性照査基準未満と判断された区間や、漏水が確認さ

れた樋門の周辺堤防の巡視は特に強化していきます。 

上記に加え、パイピングが生じやすい箇所としては、旧河道や落堀等、基礎地盤に

砂礫等による透水層被覆土が存在する箇所や、樋門・樋管等の堤防横断施設近傍、も

ぐら等の穿孔動物の生息箇所等があるので、巡視や点検に当たっては過去の漏水箇所

等を河川カルテ等で確認しておき、被災原因の把握に努めます。 

さらに、樋門等河川構造物周辺では、堤防点検や出水期前点検等の結果により、空

洞化進行の可能性があることから、堤防健全度の再評価、再調査を行い、必要な対策

を実施していきます。 

         

小瀬排水樋門（クラックから漏水）        中津原排水樋門(函内クラック） 

 

 
安条排水樋門（函内クラック） 

    図 5－3－5 樋門周辺堤防の漏水 

④ 留意点 

堤防が洪水あるいは地震により被害を受けた場合には、入念な調査により被害の原

因やメカニズムを把握し、対策を実施していきます。 

法面のすべりや崩れについては、状態把握に基づいて原因を調べる等により適切な

補修対策を実施していきます。 

パイピング（漏水、噴砂）については、出水期前等の点検、水防団や地域住民から

の情報等によって、箇所の特定と原因をよく把握するよう努め、必要に応じて補修対

策を実施していきます。 
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２）除草 

① 基本的な考え方 

堤防の法面等に草丈が高く根が深い雑草が繁茂すると、堤防点検に支障をきたすだけで

なく、土壌の緊張力が低下し、あるいは土壌が腐植土化することにより、堤防表層が弱体

化して、法崩れ、ひびわれ、陥没等の誘因となる場合がある。また、カラシナや菜の花が

堤防に繁茂し、枯れた根を餌とするミミズが増殖し、ミミズを餌とするモグラによる穴が

法面に発生している事例もある。このため、堤防の強度を保持し、降雨及び流水等による

侵食や法崩れ等の発生を防止するため、堤防の法面においては、草丈が高く根が深い有害

な雑草等が定着しないよう必要な除草を行うことを基本とする。また、高水敷についても、

高水敷上の植生が堤防に進入することを防ぐために、堤防と一体として維持管理すべき範

囲についてはあわせて除草を行うものとする。 

②対策の目安 

堤体の保全のための除草については、本計画6.2 に示す堤防点検等のための環境整備の

目的も有することから、出水期前及び台風期の点検に支障が生じないよう、年2回実施す

ることを標準とする。 

③ 実施にあたっての留意点 

・除草の方法は、経済性に優れた機械除草方式を基本とする。 

・除草剤については、河川管理者自らが率先して河川の水質の保全に努めるため、大河川

においては農薬の使用に関する通知により使用しないことを原則とする。 

・除草後の刈草を放置すると芝の生育への支障や土壌の富養化、火災等の問題を生じるこ

とがあるため、河川管理上あるいは廃棄物処理上支障がなく刈草を存置できる場合を除

いて、刈草は集草等により適切に処理することを基本とする。 

・除草コストの縮減並びに資源の有効活用の観点から、廃棄物やリサイクルに係る関連法

令等に堤防除草の状況も留意しつつ、刈草の堆肥化・飼料化など関係機関や地域住民の

方々と連携した取り組みを推進する。 

・小瀬川の堤防上においては、特定外来生物に指定されているオオキンケイギク等の繁茂

が確認されており、防除の観点から、抜き取りや種子を形成する前の刈り取り等につい

て検討する。また、オオキンケイギク等を含む刈草の処分にあたっては、拡散防止の観

点から、運搬時の飛散を防止するとともに、焼却処分を原則とする。 

 

3) 天端、坂路・階段工、堤脚保護工、堤脚水路、側帯 

① 基本的な考え方 

天端は堤防の高さや幅を維持するために重要な部分であるが、管理車両や河川利用者の

通行等の人為的な作用、降雨や旱天等の自然の作用により様々な変状を生じる場所である

ため、適切に維持管理するものとする。また、雨水の堤体への浸透を抑制するよう努める。 

坂路、階段工がある箇所では、雨水や洪水による取付け部分の洗掘や侵食に特に留意し
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て維持管理するものとする。 

堤脚保護工については、特に局部的な脱石、変形、沈下等に留意して維持管理するもの

とする。 

堤脚水路については、排水機能が保全されるよう維持管理するものとする。 

側帯については、側帯の種別に応じた機能が保全されるよう維持管理するものとする。 

② 対策の目安 

  天端、坂路・階段工、堤脚保護工、堤脚水路、側帯については、それぞれの施設の機能

が維持されるよう、出水期前点検時等に異常の早期発見に努めるとともに、治水上の支障

となる重大な異常が確認された場合は、災害復旧もしくは緊急維持等による早期の対策を

実施する。 

③重点箇所 

  天端、坂路・階段工、堤脚保護工、堤脚水路、側帯の損傷や補修の履歴については、河

川カルテにより経年的な変化を蓄積して損傷が生じやすい箇所を把握しておき、それらの

箇所を対象として出水後の点検や河川巡視等によるモニタリングを重点的に実施する。 
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5－3－3.護岸 

（1） 維持管理目標 

護岸に機能低下のおそれがある目地の開きや、吸出しが疑われる沈下等の変状が見ら

れた場合は点検等を継続していきます。変状の状態から護岸の耐侵食機能に重大な支障

が生じると判断された場合には、必要な対策を実施することを基本とします。 

 

（2） 具体的な維持管理対策 

① 基本的な考え方 

護岸は、主として河岸や堤防法面の流水の侵食作用に対する防護機能が求められて

おり、沈下や損傷等を放置すると堤防の決壊等を引き起こす危険性もあるので、日々

の巡視や点検等により、異常の早期発見に努めていきます。 

特に、中市堰から河口部までの高潮護岸は、空洞化や老朽化によるコンクリートの

劣化が進んでいます。また、上流護岸は空積み構造であり、土砂が吸出しされやすく、

耐久性の点で劣るため現況の把握が不可欠です。 

なお、護岸に変状が確認された場合には、早急に必要な維持補修対策を実施してい

きます。 

   
         ｸﾗｯｸが生じている護岸    空石積護岸前面コンクリートの剥離 

    
管理区間上流部の空石積護岸 コンクリートのひび割れが生じている護岸 

 
剥離損傷している波返工部材 

図 5－3－6 護岸の劣化状況 
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② 対策の目安 

護岸の変状としては、脱石・ブロックの脱落、はらみ出し、陥没、間隙充填材料の

流失、目地ぎれ、天端工や基礎工の洗堀に伴う変状（水平・鉛直ｸﾗｯｸ）があります。 

これらの変状に対しては、原因把握や応急対策を行い※、損傷の拡大防止を図って

いきます。なお、対策工を選定するにあたっては、表 5－3－1を参考にします。 

 

※「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評価要領 国土交通省 水管理・国土保全

局 河川環境課 

樋門等構造物周辺堤防詳細点検要領 国土交通省 水管理・国土保全局 治水課 

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kasen/tenkenhyouka/index.

html 
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表 5－3－1 護岸の変状と対策工の例 

損傷状況 ﾌﾞﾛｯｸ張りｸﾗｯｸ（面的なもの） ﾌﾞﾛｯｸ積のｸﾗｯｸ（水平方向） 

補修工法 

張替え 積み替え 

損傷状況 ﾌﾞﾛｯｸ流出 ﾌﾞﾛｯｸ欠損 

補修工法 

モルタル打設（注入・充填） モルタル打設（注入・充填） 

損傷状況 目開き（ｸﾗｯｸ） 石同士の凹凸 

補修工法 

モルタル間詰め（注入・充填） モルタル間詰め（注入・充填） 

H22 太田川護岸健全度評価基準策定業務」 

③ 重点箇所 

中市堰下流（A 区間）の護岸（高潮護岸・堤防護岸）については機能を維持するた

めの対策工が必要な箇所を抽出するため、護岸の空洞化調査を行っています。今後は

空洞化に加え、コンクリートの老朽化にも着目した護岸健全度調査（コンクリート強

度、中性化深さ、塩化物イオン含有量の把握）を実施し、護岸健全度の評価結果や対

策実施箇所のモニタリング結果を踏まえ、具体的な対策が必要となる時期の予測、検

討に努めます。 

上流護岸については、モニタリングにより変状の進行を把握します。 
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5－3－4.堰、樋門、陸閘等河川管理施設 

 

（1） 維持管理目標 

堰や樋門等の河川管理施設については、管理施設の所要の機能を維持するため、状態

に応じた対策に努めます。 

また、施設の更新時期等に合わせ、洪水等に対する安全性の強化と省力化に努めます。 

 

A 土木構造部分 

定期点検を実施し、動作確認や施設の機能維持に努めます。クラック、コンクリー

トの劣化、沈下等の変状により、各々の施設が維持すべき機能が低下する恐れがある

場合、注意してモニタリングを継続するとともに、変状の状態から施設の機能の維持

に重大な支障が生じると判断される場合には、必要な対策を実施することを基本とし

ます。 

 

B 機械部分 

定期点検を実施し動作確認や施設の機能維持に努めます。異常音、腐食等、各々の

施設が維持すべき機能が低下する恐れのある変状がみられた場合、注意してモニタリ

ングを継続するとともに、変状の状態から施設の機能の維持に重大な支障が生じると

判断される場合には、必要な対策を実施することを基本とします。 

 

C 電気設備部分 

定期点検を実施し動作確認や施設の機能維持に努めます。点検結果により、施設の

機能が低下する恐れのある変状がみられた場合、注意してモニタリングを継続すると

ともに、変状の状態から施設の機能の維持に重大な支障が生じると判断される場合に

は、必要な対策を実施することを基本とします。 
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（2） 具体的な維持管理対策 

1)中市堰 

① 基本的な考え方 

小瀬川においては、洪水の安全な流下を図る

とともに、潮止めを目的とした中市堰が設置さ

れており、治水・利水上、極めて重要な施設と

なっています。このため、中市堰については、

堰としての機能が確実に保全されるよう、既定

の点検要領等に基づき必要な点検・補修等を行

うとともに、ライフサイクルコストの低減に向けて効率的な補修・更新等を行います。 

 

A 土木構造部分 

洪水時、中市堰周辺の水の流れは複雑で治水上の弱点になりやすい傾向があります。 

このため、出水期前等の点検にあたっては、本体、水叩き、護床工、護岸、取付擁

壁、高水敷保護工、魚道等の土木施設の点検を的確に実施し、堰としての機能に支障

をきたすような異状が確認された場合は補修等の対応を行うなど、適切に維持管理を

行います。 

 

B 機械部分 

ゲート設備の機能を保全するため、「河川用ゲート・ポンプ設備点検・設備・更新検

討マニュアル（案）」や「ゲート点検・整備要領（案）」、「ダム・堰施設技術基準（案）」

などに基づき、必要に応じて適切な方法で機能及び動作の確認を行い、効果的・効率

的な維持管理を実施していきます。点検により発見された要補修箇所について、必要

な補修等を実施し、適切に改善していきます。 

ゲート設備の整備・更新を効果的、計画的に実施するため、点検結果や機器・装置

の診断等に基づく実施内容について、当該設備の設備区分毎に社会への影響度評価、

健全度評価等により、優先度の整理・評価を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

     図 5－3－7 機械設備の点検（中市堰） 
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表 5－3－2 機械設備の点検計画 

 

 

 

●：年点検、○：月点検 

 

C 電気設備部分 

「電気通信施設点検基準（案）」に基づき、電気通信施設を構成する機器ごとの特性

に応じて、適切に点検を行い、機能を保全していきます。計画的に行う点検により発

見された要補修箇所について部品交換等を実施していきます。 

     

 

 

 

 

 

   

 

    CCTV カメラ点検状況        放流警報装置点検状況 

 

図 5－3－8 電気設備の点検 

 

② 対策の目安 

河川管理施設の損傷度を把握し、機能を適切に発揮する観点から、日常から各施設

の状況を的確に把握し、効果的・効率的な維持補修につとめ、施設の長寿命化を図る

とともに、その機能を適切に維持していきます。 

なお、中市堰は平成 5 年に完成し老朽化が進んでいます。油圧式開閉装置、制御装

置等の標準的な更新年数（信頼性による取替・更新年数：16 年）（※）は経過してい

ることから、健全度の評価を実施するとともに長寿命化計画を作成し、適切な管理を

実施してきます。 

なお、施設の更新にあたっては、汎用性のある部品等の採用による補修の簡素化や、

遠隔操作機能等をふまえた操作の省力化、安全性について検討を行っていきます。 

※河川用・ゲート設備点検・整備・更新マニュアル（案） 

 

 

 

 

 

 

点検区分（大分類） 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 点検の概要 点検頻度 基準等

中市堰
（待機系施設）

● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ゲート点検・整備要領（案）
（社）ダム・堰施設技術協会

年点検１回
月点検（出水期　毎月）
月点検（非出水期　各月）
（点検・整備・更新検討マニュアル）

機能を正常に維持するために施設全般の点検を
実施する
（歯車の噛み合い精度、オイル・グリスの付着具
合・性状、絶縁抵抗値、温度上昇度、異音・振動
の有無、発錆状況、締切具合等）
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図 5－3－9 設備老朽化の事例（油圧管からの油漏れ：中市堰） 

 

2)樋門等河川管理施設 

① 基本的な考え方 

樋門は、堤防としての機能、逆流防止機能、取水・排水及び洪水の流下機能等を有

し、治水上極めて重要な施設です。また、盛土構造物である堤防内に横断的に設けら

れる構造物であり、その境界面が浸透水の水みちになりやすく、漏水の原因となり堤

防の弱点となりやすい施設でもあります。さらに、経年的な劣化・老朽化による機能

低下が懸念されています。 

このような状況を踏まえ、樋門については、連続する堤防と同等の機能が確実に保

全されるよう維持管理するものとします。また、老朽化による機能低下が懸念される

場合は、コンクリート構造物の劣化対策やゲートの重防食塗装等の長寿命化対策も含

めて、ライフサイクルコストの低減に向けた効率的な補修・更新等を行うための維持

管理計画（長寿命化計画）について検討します。さらに、東南海・南海地震等の大規

模な地震の発生も懸念されるところであり、津波の襲来が予想される区間の樋門等を

遠隔操作するための設備を整備するなど、地震・津波に対する応急対策を推進する。 

 

A 土木構造部分 

樋門については、堤防としての機能、逆流防止機能、取水・排水及び洪水の流下の

機能等が保全されるよう、維持管理を行います。点検により発見された要補修箇所に

ついて、コンクリートの劣化状況に応じた調査、補修を実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１号ゲート

油膜発生箇所

水 流

油圧配管

3号ゲート

2号ゲート

１号ゲート

油膜発生箇所

水 流

油圧配管

3号ゲート

2号ゲート

小瀬川流向

既設油圧
配管ルート
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B 機械部分 

ゲート設備の機能を保全するため、「河川用ゲート・ポンプ設備点検・設備・更新検

討マニュアル（案）」や「ゲート点検・整備要領（案）」、「ダム・堰施設技術基準（案）」

などに基づき、必要に応じて適切な方法で機能及び動作の確認を行い、効果的・効率

的な維持管理を実施していきます。点検により発見された要補修箇所について、必要

な補修等を実施し、適切に改善していきます。 

ゲート設備の整備・更新を効果的、計画的に実施するため、点検結果や機器・装置

の診断等に基づく実施内容について、当該設備の設備区分毎に社会への影響度評価、

健全度評価等により、優先度の整理・評価を行っていきます。 

 

C 電気設備部分 

「電気通信施設点検基準（案）」に基づき、電気通信施設を構成する機器ごとの特性

に応じて、適切に点検を行い、機能を保全していきます。計画的に行う点検により発

見された要補修箇所について部品交換等を実施していきます。 

 

表 5－3－5 機械設備の点検計画 

 

 

 

 

 

 

●：年点検、○：月点検 

② 対策の目安 

河川管理施設の損傷度を把握し、機能を適切に発揮する観点から、日常から各施設

の状況を的確に把握し、効果的・効率的な維持補修につとめ、施設の長寿命化を図る

とともに、その機能を適切に維持していきます。 

開閉装置の標準的な更新年数（信頼性による取替・更新年数：19 年）（※）を超過

した施設において、歯車の劣化損傷、噛み合わせの不具合などの損傷事例が確認され

ています。 

開閉装置の損傷は、ゲートの動作不良に直接影響し開閉困難な状態に陥ることから、

予防的に施設の更新を行っていくとともに、更新にあたっては、洪水後期の長時間の

洪水警戒体制の緩和、操作員の高齢化や担い手不足に伴う操作体制の未確保などに対

応するため、施設の規模や背後地の状況等を踏まえフラップゲート化による危機対応

能力の向上を図っていきます。 

※河川用・ゲート設備点検・整備・更新マニュアル（案） 

 

点検区分(大分類) 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 点検の概要 点検頻度 基準等

樋門系

(待機系施設)
● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

機能を正常に維持するために施設全般の点検

を実施する

(オイル・グリスの付着具合・性状、絶縁抵抗

値、異音・振動の有無、発錆状況、締切具合

等)

年点検１回

月点検(出水期　毎月)

月点検(非出水期　各月)

(点検・整備・更新検討マニュアル)

※月点検は水門・樋門操作員による

ゲート点検・整備要領(案)

(社)ダム・堰施設技術協会

カメラ ● 可動部の損傷確認、動作・画像確認　等 年１回
電気通信施設点検基準(案)

国土交通省

発電機 ● ○

停電時の電源確保を確実に行えるように点検

を実施する

(消耗品の交換・補充、稼動状況確認等)

年２回
電気通信施設点検基準(案)

国土交通省

警報施設 ● ○

堰等の放流時に警報施設が確実に稼働する

ように点検を実施

(消耗品の交換・補修、点灯・吹鳴確認　等)

年２回
電気通信施設点検基準(案)

国土交通省
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図 5－3－10 樋門のフラップゲート化 

 

 

3) 陸閘 

① 基本的な考え方 

陸閘については、洪水や高潮の堤内への流入防止を実現する重要な施設であり、確

実に開閉し、かつ、必要な水密性及び耐久性を有することが求められるため、確実に

ゲート操作が行えるよう維持管理するものとします。また、角落し構造の場合は、角

落し材の管理者や保管場所、数量等を把握しておくものとします。 

 

A 土木構造部分 

陸閘の土木施設については、コンクリート擁壁部の破損やクラック等について出水

期前等の点検を的確に実施し、陸閘としての機能に支障をきたすような異状が確認さ

れた場合は補修等の対応を行うなど、適切に維持管理を行います。 

B 機械部分 

ゲート設備の機能を保全するため、「河川用ゲート・ポンプ設備点検・設備・更新検

討マニュアル（案）」や「ゲート点検・整備要領（案）」、「ダム・堰施設技術基準（案）」

などに基づき、必要に応じて適切な方法で機能及び動作の確認を行い、効果的・効率

的な維持管理を実施していきます。点検により発見された要補修箇所について、必要

な補修等を実施し、適切に改善していきます。 

ゲート設備の整備・更新を効果的、計画的に実施するため、点検結果や機器・装置

の診断等に基づく実施内容について、当該設備の設備区分毎に社会への影響度評価、

健全度評価等により、優先度の整理・評価を行っていきます。 
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C 電気設備部分 

「電気通信施設点検基準（案）」に基づき、電気通信施設を構成する機器ごとの特性

に応じて、適切に点検を行い、機能を保全していきます。計画的に行う点検により発

見された要補修箇所について部品交換等を実施していきます。 

 

② 対策の目安 

小瀬川下流に設置された陸閘門は、洪水時（中市堰操作時）、高潮警報、津波警報時

には職員による閉塞操作を実施しています。 

陸閘のゲートレス化を推進し、出水時対応の省力化や操作遅れに対応するとともに

高潮・津波警報時における操作員（職員）の安全性を確保していきます。 

 

 

 

 

 

図 5－3－11 陸閘のゲートレス化 

 

 

4) その他 

 

① 水文・水理観測施設 

水文・水理観測施設については、水文観測業務規程及び同細則並びに水文観測計

画に基づいて適切に点検保守を実施し、必要に応じて改善を図ります。 

また、堆積土砂等により水位観測に支障がでるような場合はそれらの除去を実施

するとともに、樹木の繁茂等により雨量観測や流量観測に支障がでないよう、必要

に応じて樹木の伐開を実施します。 

 

② 防災情報通信設備 

CCVT、放流警報装置や情報表示板等の施設は、順次、施設の耐用年数を迎えるこ

とから、施設機能の劣化状況の把握や予測を行い、施設の必要性も踏まえた更新計

画の検討を行っていきます。 
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5－4.河川区域等の適正な利用 

5－4－1.適正な水利用について 

（1） 維持管理目標 

水面の良好な環境を保つため、適切な水利用の推進に努めます。 

 

（2） 具体的な維持管理対策 

農業用水、上水用水、工業用水の既得水利量の取水状況、取水時期、取水方法等につ

いて継続的な監視、指導に努めます。また、定期的な河川巡視により河川からの不法取

水を防止します。 

渇水時には、「小瀬川管理協議会」を開催し取水量の調整に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和元年 6 月 4 日の渇水調整会議にて制定） 

図 5－4－1 渇水調整（節水）フロー 
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5－4－2.適正な河川区域利用について 

（1） 維持管理目標 

小瀬川流域では、河川環境整備実施箇所を含め、随所で不法投棄が確認されています。

このため、不法投棄等の不法行為に対しては、ゴミマップを作成し、流域住民の意識向

上・啓蒙を図るとともに、関係機関と連携を図りつつ、是正指導等を行い治水上の問題

解消に努めます。 

 

 

図 5－4－2 小瀬川管内ゴミマップ 

 

 

 

 

    図 5－4－3 河川内への不法盛土の事例（太田川）
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（2） 具体的な維持管理対策 

廃棄物の不法投棄は、河川の自然破壊につながるとともに、洪水時には下流へ流出し、

海浜環境にも影響を与えます。 

河川監視カメラ（CCTV）や河川巡視による監視を行い、違法行為を発見した場合は、

是正指導を行います。また、地域住民や関係機関等との連携により、是正指導を講じ、

違法行為の防止に努めます。 

小瀬川の河川区域内には特に 3 号地（主に高水敷）で民地の割合が多いため、高水敷

への工作物の設置等が河川管理上支障となる場合には、適切な指導を行う等の適切に管

理を実施していきます。また、事業の進捗状況に合わせて境界確定を推進して適切な指

導を行います。 

さらに、河川敷地の不法占用や無許可、または許可基準に反する工作物や大規模な捨

土、不法盛土や掘削等は、洪水の流下に支障となるとともに、河川巡視の妨げになるた

め、これらの行為に対して、適正な監督、指導を行います。 

 

 表 5－4－1 河川別官民境界確認延長 

 

 

単位：km（令和 3 年 12 月 14 日現在） 

 

表 5－4－2 河川区域内面積（指定区間外） 

官有地 民有地 不明地 計

1号地 143.6 2.5 0.0 146.1

2号地 26.5 0.0 0.0 26.5

3号地 3.8 8.5 0.0 12.3

計 173.90 11.00 0.00 184.90  
単位：ha(令和 3年 4月 30 日現在) 

 

 
（出典：「よくわかる河川法」河川法令研究会編著、国土交通省河川局水政課監修） 

図 5－4－4 河川区域の定義 

 

 

管理延長
左右岸合計
延　　　　長

確認済延長 未確認延長 進捗率

小瀬川 13.40 26.80 10.35 16.45 38.6%
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5－5.自然環境の保全 

（1） 維持管理目標 

小瀬川は、多様な自然環境が残るとともに、身近に自然を感じることができる場です。

そのため、地域住民とも連携を図り、流域の良好な環境の維持に努めます。 

また、維持掘削や樹木伐採等に際しては、多様な生物の生育、生息、繁殖環境に配慮

し、河川環境の保全に努めます。 

 

（2） 具体的な維持管理対策 

小瀬川水系の多様な河川環境を保全するため、河川等における「河川水辺の国勢調査」

により把握します。 

また、生物の生息・生育・繁殖状況をはじめとする河川環境に関する情報について、

ホームページや GoGi 通信等による情報提供を行っていきます。小瀬川の良好な河川環境

が保全されるよう、自然環境や河川利用に係る河川の状態把握を行いながら、適切に河

川環境の維持管理を行うものとします。 
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5－6.出水等への対応 

5－6－1.出水への対応 

（1） 維持管理目標 

洪水や高潮による出水時の対応のため、所要の資機材の確保等に努めるとともに、水

防管理団体が行う水防活動等との連携に努めます。 

 

（2） 具体的な維持管理対策 

「自助、共助、公助」により、洪水時の被害をできるだけ軽減するため、地域住民、

水防団、地方公共団体等と合同巡視を行うとともに防災体制や連絡体制を一層強化しま

す。 

また、災害時の情報収集や避難等のための情報発信が効果的に行えるよう、災害対策

訓練を定期的に実施し、「太田川・小瀬川水防連絡会」、「太田川・小瀬川災害情報協議会」

等により関係機関との情報の共有化を図ります。また、土のう等の水防資機材の備蓄状

況等についても情報の共有化を図ります。 

２種側帯については、非常時に土砂を利用できるように雑草の繁茂等を防ぎ良好な盛

土として維持します。 

 

 
図 5－6－1 水防資材の備蓄 

 

なお、小川津および両国橋水位観測所において、水防法第 10 条に基づく洪水予報、な

らびに水防法第 16条に基づく水防警報を発表します。 

また、住民が出水時の水位がどの程度にあるかを把握し、早期に水防活動や避難行動

を実施できるよう、ホームページでの水位情報等の公開や、水位観測所での危険水位の

表示を行っています。 

 

表 5－6－1 水位観測所一覧表 

観測所名 河川名 
水防団待機 

水位 

はん濫注意 

水位 

避難判断 

水位 

はん濫危険 

水位 
計画高水位 

小川津 小瀬川 2.60 4.00 4.60 5.10 6.492 

両国橋 小瀬川 2.80 3.90 4.40 4.90 6.074 
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5－6－2.水質事故への対応 

（1） 維持管理目標 

突発的に発生する水質事故を迅速に把握し、被害拡大の防止に努めます。 

 

（2） 具体的な維持管理対策 

水質事故が発生した際には、事故発生状況に係わる情報収集を行い、速やかに関係行

政機関等に通報するとともに、関係行政機関等と連携し、適切な対策を速やかに講じる

ものとします。 

事故やテロ等による河川や貯水池への汚濁物質の混入等、突発的な水質事故に対処す

るため、日常の河川や貯水池の巡視等により水質事故に係わる汚濁源情報の迅速な把握

に努め、「小瀬川水質保全連絡協議会」による情報連絡体制の徹底に努めます。 

また、水質事故発生時に迅速な対策ができるよう、関係機関と連携し定期的に訓練を

行うとともに、水質事故対策機材の備蓄を行います。 

なお、水質事故の対応にあたっては、水質事故対策ハンドブック（現場編）太田川河

川事務所）、コイヘルペス対応マニュアル（案）（太田川河川事務所）、高病原性鳥インフ

ルエンザ対応マニュアル（太田川河川事務所）を参考に現地での適切な対応ならびに関

係機関との連携を図るものとします。 

 

 
図 5－6－2 小瀬川の水質事故訓練状況 
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6．河川の状態把握 

6－1.基本データの収集 

6－1－1.水文・水理等観測 

（1） 水位観測 

① 基本的な考え方 

水位観測データは、経年的にデータを蓄積することにより、渇水状況の把握、流況の

把握、流出計算モデルや水位計算モデルの検証データ等の基礎資料とするため、水位観

測を実施します。また、水位観測のリアルタイムデータは雨量データとともに洪水状況

の把握や洪水予測等、水防活動の基礎データとして利用します。 

 

② 実施の場所、目安 

小瀬川流域の所定の水位観測所において水位観測を実施します。なお、水位観測は通

年実施します。 

洪水予報河川の基準観測所については、欠測の場合を想定して水位計の二重化を図っ

ていきます。 

 

③ 留意点 

水位観測の詳細については、「水文観測業務規程」に基づき実施します。 

 

④ 観測所一覧 

小瀬川流域における大田川河川事務所管轄の水位観測所を表 6－1－1 に示します。 

 

表 6－1－1 水位観測所一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和 3年 12 月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洪水
予報

水防
警報

電子
ロガー

自記
記録

テレ
メータ

ＣＣＴＶ
直読

型式

和　木
わ　　　　き

小瀬
お　　ぜ

川
がわ

 水    位 342 ○ ３ヶ月巻 ○
（主）フロート式

（副）水晶式

両国橋
りょう ごく ばし

小瀬
お　　ぜ

川
がわ

 水位流量 330 ○ ○ ○ ４ヶ月巻 ○
（主）水晶式

（副）デジタル式

小川
お　が　わ

津
　づ

小瀬
お　　ぜ

川
がわ

 水位流量 323 ○ ○ ○ ３ヶ月巻 ○
（主）水晶式

（副）フロ－ト式

観測所名
流域面積

(km2)

観測方法の区分

河川名

指定区分

観測種目
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この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の 20 万分 1 地勢図、5 万分の 1 地形図を複製したものである。 

（承認番号 平 18 中複 第 265 号） 

 

図 6－1－1 水位観測所 位置図 

小川津 

両国橋 

和木 

  ：流域界 

  ：大臣管理区間 

  ：太田川河川事務所 

管理区間 

  ：水位観測所 
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（2） 雨量観測 

① 基本的な考え方 

雨量観測データは、経年的にデータを蓄積することにより降雨特性の把握や河道計画

等の基礎資料とするため、雨量観測を実施します。また、リアルタイムデータは水位デ

ータとともに災害対応や洪水予測等の基礎データとして活用します。 

 

② 実施の場所、目安 

小瀬川流域全体において、概ね50km2に１箇所程度の観測所を配置するものとします。

その際、国土交通省管轄以外の観測所についても、永続性と精度に信頼がおけ、かつ利

用可能なものがある場合は観測施設として利用します。なお、雨量観測は通年実施とし

ます。 

 

③ 留意点 

雨量観測の詳細については、「水文観測業務規程」に基づき実施します。 

 

④ 観測所一覧 

小瀬川流域における太田川河川事務所管轄の雨量観測所を表 6－1－2 に示します。 

 

表 6－1－2 雨量観測所一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

（令和 3年 12 月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

自記雨
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雪量計

電子
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テレ
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小　瀬
お　　　　ぜ

27 ○ ○ 転倒型 水文統計基準 ヒーター有

楢　原
なら　　はら

38 3ヶ月巻 ○ ○ 転倒型 洪水予測システムに使用 ヒーター有

観測方法の区分

観測理由観測所名 備　　　　　考
支配面積

(km2)
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この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の 20 万分 1 地勢図、5 万分の 1 地形図を複製したものである。 

（承認番号 平 18 中複 第 265 号） 

図 6－1－2 雨量観測所位置図 

中道 

栗栖 

津田 

日宛 

楢原 

小瀬川ダム 

弥栄 

小瀬   ：流域界 

  ：大臣管理区間 

  ：太田川河川事務所 

管理区間 

  ：雨量観測所 



 

 

70

（3） 高水流量観測 

① 基本的な考え方 

高水流量観測は、河川計画の立案や洪水予報等の河川管理の基本をなす重要なもので

あり、長年継続して調査が実施されています。 

流量観測結果より得られた水位流量変換式（Ｈ－Ｑ式）により、出水状況の把握、流

況の把握、流出計算モデルや水位計算モデルの検証データなどとして幅広く利用します。 

② 実施の場所、頻度、時期 

小瀬川に設置される表 6－1－3 に示す水位観測所で実施します。 

両国観測所もしくは小川津観測所において、流量規模に偏りのないよう、はん濫注意

水位を越えることが予想される大出水時のみではなく、100m3/s 以上を目安に実施しま

す。 

③ 留意点 

高水流量観測は、低水部から最高水位の範囲で適度な間隔で遅延することなく適時に

観測を行います。また、洪水の上昇時と下降時では水位流量の相関が異なるので、上昇

時のみならず下降時にも観測を行うものとします。 

小瀬川の流量は弥栄ダム放流量と密接な関係があるため、ダム放流量の時間的な変化

と流量観測結果を精査し、流量観測精度の向上に努めます。 

また、洪水時における流水を整流化し、観測精度の向上を図るため、浮子投下地点か

ら第二見通し杭＋10ｍ程度の範囲における河道内の除草、樹木の伐採を出水期前に完了

させます。 

なお、流量観測の詳細については、「河川砂防技術基準（案）調査編」及び「水文観測

業務規程」に基づき実施します。 

    
        （流量観測所除草前）         （流量観測所除草後） 

④ 観測所一覧 

表 6－1－3 水位観測所一覧表 

河川名 観測所名 
水防団待機 

水位 

はん濫注意 

水位 

避難判断 

水位 

はん濫危険 

水位 
計画高水位 

小瀬川 小川津 2.60 4.00 5.70 6.20 6.492 

小瀬川 両国橋 2.80 3.90 4.40 4.90 6.074 

 （令和 3年 12 月時点） 
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（4） 低水流量観測 

① 基本的な考え方 

低水流量観測は、河川計画の立案や渇水調整等の河川管理の基本をなす重要なもので

あり、長年継続して調査が実施されています。 

流量観測結果より得られた水位流量変換式（Ｈ－Ｑ式）により、渇水状況の把握、流

況の把握、河川計画の立案において河川の正常な流量を決定するための基本データとし

て利用します。 

 

② 実施の場所、頻度、時期 

小瀬川に設置される表 6－1－4 に示す水位観測所で実施します。 

観測は「河川砂防技術基準（案）調査編」に基づき、年間 36回を標準とし、異常渇水

時には、適宜、追加観測を実施するものとします。 

 

③ 留意点 

弥栄ダム放流量、防鹿還元水等のダム放流量とのチェックを行うものとします。 

低水流量観測の詳細については、「河川砂防技術基（案）調査編」及び「水文観測規程」

に基づき実施します。 

 

④ 観測所一覧 

表 6－1－4 水位観測所一覧 

 

 

 

 

 

（令和 3年 12 月時点） 

 

 

低水

両国橋
りょう ごく ばし

小瀬
お　　ぜ

川
がわ

 水位流量 330 年36回、流速計により実施

小川
お　が　わ

津
　づ

小瀬
お　　ぜ

川
がわ

 水位流量 323 年36回、流速計により実施

流量観測の実施

観測所名 河川名 観測種目
流域面積

(km2)
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（5） 水質観測 

① 基本的な考え方 

水質観測は、河川水の水質の適正な管理を行うため、水中の化学的・生物化学的及び

細菌学的性状について、「河川水質調査要領(案)」に基づき実施します。 

 

② 実施の場所、目安 

広島県および山口県公共用水域水質測定計画に基づき表 6－1－5 の環境基準点で実

施します。また、支川合流や重要な利水施設の状況により適宜観測項目を変更します。 

観測は年間を通じて実施する他、水質事故等の際には必要な調査を適宜実施します。 

 

③ 留意点 

水質観測は、「河川水質調査要領(案)」に基づき実施します。 

 

 

④ 環境基準点 

表 6－1－5 環境基準点一覧表 

環境基準点 水域の範囲 類型 指定年月日 

小川津 
小瀬川(前渕橋より上流(弥栄湖、

小瀬川ダムに係る部分を除く。）) 
AA 

昭和 48 年 3 月 31 日指定 

平成 13 年 3 月 30 日変更 

両国橋 小瀬川(前渕橋から中市堰まで） A 昭和 48 年 3 月 31 日指定 

大和橋 小瀬川(中市堰より下流） B 昭和 48 年 3 月 31 日指定 
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図 6－1－3 環境基準点 位置図 
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6－1－2.測量（縦横断測量・点群測量） 

（1） 縦横断測量 

① 基本的な考え方 

縦横断測量成果は、河道の全体像や形状を捉える上で極めて重要なデータです。縦横

断測量成果を利用して、現況流下断面の確認、河床の上昇・下降傾向、みお筋変遷、洗

掘・堆積状況等の経年変化、河岸侵食の状況などを把握するための基本データとして利

用します。 

 

② 実施の場所、目安 

小瀬川の大臣管理区間を対象に、5年に 1 回を基本として実施します。 

また、はん濫注意水位（小川津：4.00m、両国橋：3.90m）を超える規模の出水が発生

した場合には、適宜実施します。 

実施にあたっては、航空レーザ測深(ALB)システム等を用いた３次元測量を実施するも

のとします。 

 

③ 留意点 

出水後に縦横断測量を実施した際には、過去の横断測量と重ね合わせや流下能力の評

価を実施し、河道管理上の問題点の把握に努めます。 

両国橋観測所において、はん濫注意水位（3.90m）を超える規模の出水が発生した場合、

中市堰周辺の河床変動状況を確認するため、必要に応じて堰上下流各 100ｍ区間につい

て測量を実施します。 
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（2） 点群測量（航空写真測量） 

① 基本的な考え方 

平面測量成果は、河道内の状況として砂州の状況、みお筋、樹木の分布状況、河川利

用形態などを把握するために利用します。また、河道内だけでなく背後地の状況や流域

の市街化の状況などを把握するために利用します。 

 

② 実施の場所、目安 

小瀬川の大臣管理区間。 

縦横断測量に併せて、5年に１回を基本として実施します。 

また、洪水流の流向等の洪水の状況を把握するため、小川津観測所または両国橋観測

所において、はん濫注意水位を超える規模の出水が発生した場合には、適宜実施します。 

 

③ 留意点 

点群測量（航空写真測量）を実施した場合は、過去の平面測量結果と重ね合わせを行

い、澪筋や河道状況の変化を把握し、河川管理上の問題点を把握するなどの活用を図り

ます。 

改修事業や洪水流下による砂州形状の変化、沿川土地利用の部分的改変があった場合、

適宜部分的な修正を行うものとします。 

点群測量を実施した場合は併せてモザイク写真を作成します。 
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6－1－3.河道の基本データ（河床材料調査・樹木調査） 

（1） 河床材料調査 

① 基本的な考え方 

河床材料調査は、河道計画作成（粗度係数の設定）や構造物設計のための基本データ

及び動植物の生息生育環境の状況を考察する際の基本データとして利用するため実施し

ます。 

② 実施の場所、目安 

河床材料調査は、河床の変動と連動した河床材料の粒度分布などの特性の変化を把握

することが望ましく、定期縦横断測量と合わせて 5 年に 1 回を基本として実施します。 

なお、両国橋観測所または小川津観測所において、はん濫危険水位を超過した場合、

または浸水被害が発生した場合には、必要に応じて危険水位や避難判断水位の妥当性（実

洪水との整合性）を確認するため実施します。 

③ 留意点 

河床材料調査を実施した際には、過去の結果等との比較を行い、他の河道特性との関

連分析、河床変動と連動した粒度分析等の特性変化の把握などの活用を図ります。 

また、縦横断測量、河道内樹木調査、洪水痕跡調査と合わせたＨ－Ｑの検証を実施し

ます。 

なお、河床材料調査は、「河川砂防技術基準調査編」に基づき実施します。 

 

（2） 河道内樹木調査 

① 基本的な考え方 

河道内樹木は、流下能力に及ぼす影響が大きいことから、樹木の繁茂状況を定期的に

調査し、樹林化の抑制を図るものとします。 

② 実施の場所、目安 

河川巡視により、砂州上の樹木再繁茂状況の概略把握を行います。また、5 年毎の定

期縦横断測量にあわせて河道内樹木の繁茂エリア、高さ、樹種等の詳細調査を行います。 

なお、両国橋観測所または小川津観測所において、はん濫危険水位を超過した場合、

または浸水被害が発生した場合には、必要に応じて危険水位や避難判断水位の妥当性（実

洪水との整合性）を確認するため、必要に応じて洪水後の樹木の倒伏調査を実施します。 

③ 留意点 

河道内樹木調査は、定点ポイントを設定し、定期的に実施します。洪水時の状況把握

についても定点ポイントで実施します。なお、概略把握は写真にて行います。 

また、縦横断測量、河床材料調査、洪水痕跡調査と合わせたＨ－Ｑの検証を実施しま

す。 
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6－1－4.河川環境の基本データ（河川水辺の国勢調査） 

① 基本的な考え方 

小瀬川の自然環境の保全を推進するために、「河川水辺の国勢調査」による「魚類調査」、

「底生動物調査」、「植物調査（植物相）」、「鳥類調査」、「両生類・爬虫類・ほ乳類調査」、

「陸上昆虫類等調査」を実施します。 

これら 6 つの生物調査と陸域の植生、群落組成、河道の瀬・淵、水際部の状況、構造

物等を「河川環境情報図」に整理します。 

 

② 実施の場所、目安 

小瀬川の大臣管理区間において、「河川水辺の国勢調査マニュアル」等に基づいて、調

査を実施します。 

 

表 6－1－6 水辺の国勢調査 実施頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（●：前回実施、★：次回実施予定） 

 

③ 留意点 

「河川水辺の国勢調査」に合わせて、河川環境情報図の作成及び河川環境検討シート

の更新を行います。 

なお、河川環境情報図の見直しにあたっては、今回調査結果だけでなく既往調査結果

も考慮して記述します。また、重要種の位置情報の公表には十分に留意します。 

項目 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07 備考

河川空間
利用実態

● ● ★ 5年に1回実施

魚類調査 ● ★ 5年に1回実施

底生動物
調査

● ● 5年に1回実施

河川環境
基図作成

● ● ★ 5年に1回実施

両生類・
爬虫類・
ほ乳類調査

● 10年に1回実施

陸上昆虫
類等調査

● ★   10年に1回実施

鳥類調査 ● ★ 10年に1回実施

植物調査 ●  10年に1回実施
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6－1－5.観測施設、機器の点検 

① 基本的な考え方 

水文観測施設は、洪水時及び渇水時における雨量、水位データを把握するために設置

された施設であり、データ不良や欠測などがないように、平常時に適切な保守点検を実

施します。 

 

② 実施の場所、目安 

小瀬川流域に設置してある表 6－1－7に示す観測施設について、測器の正常な稼働や

観測環境を確認するため、年 1 回の総合点検及び原則月 1 回以上の定期点検を実施しま

す。 

 

表 6－1－7 維持管理対象施設一覧表 

観測施設 種別 観測所名 

雨量観測所 転倒ます式 樽原、小瀬 

水位観測所 水晶式 両国橋、和木、小川津 

フロート式 和木、小川津 

デジタル 両国橋 

塩分濃度計 中市堰 

地下水位 水圧式 小瀬、上市公園、本町 

 

   
転倒ます清掃            記録紙の回収 

図 6－1－4 水位雨量計の点検（楢原観測所） 

 

③ 留意点 

観測所データは防災関係各機関での利用、並びに一般への情報提供も行う極めて重要

なデータであり、機器の故障や施設の損傷による欠測は避ける必要があります。 

点検の内容等は、「河川砂防技術基準調査編」に基づいて実施するとともに、観測施設

に付属する電気通信施設については、「電気通信施設点検基準（案）」に基づいて実施し

ます。 
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6－2.堤防点検のための環境整備（堤防除草） 

① 基本的な考え方 

堤防護岸や河川管理施設の状態把握のための環境整備として、堤防の除草を行います。 

 

② 実施の場所、目安 

出水期前及び台風期の堤防点検に支障がないよう、2 回／年を基本とします。 

 

③ 留意点 

除草中に堤防等の異常・変状を発見した場合は、除草作業者より速やかに報告を受け、

必要な対策を行います。 

堤防点検や低水護岸の点検を目的として、高水護岸法尻から 5m 程度と低水護岸肩から

2m 程度の高水敷除草も合わせて実施します。 

放火等の防犯や洪水時に流失しないように除草後、速やかかつ確実に集草を行い、リ

サイクル又は処分を行います。 

また、除草の時期については、地域の方々の高い関心事項であることから、ホームペ

ージ等により除草のスケジュールを公表し、周知を行います。 

        
（除草前）                （除草後） 

図 6－2－1 堤防除草前後の写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－2－2 ホームページでの除草スケジュールの公表 
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6－3.河川巡視 

6－3－1.平常時の河川巡視 

（1） 河川管理施設の維持管理状況 

① 基本的な考え方 

「堤防の状況」、「堰・水門等構造物の状況」、「護岸・根固工の状況」などの河川管理

施設を対象として、河道の概略の異常・変状を把握するため、河川巡視（一般巡視）に

よる監視を行います。 

 

② 実施の場所、目安 

Ａ区間、Ｂ区間に対して、時期・頻度を決めて河川巡視（一般巡視）及びＣＣＴＶに

よる監視を行います。 

各区間の河川巡視の実施時期及び実施頻度を表 6－3－1 に示します。 

 

表 6－3－1 河川巡視の実施時期及び実施頻度 

 Ａ区間・Ｂ区間共通 

時期 通年 

頻

度 

一般巡視 週 1 巡以上 

目的別巡視、徒歩巡

視、重点箇所の巡視 
適宜 

ＣＣＴＶによる監視 適宜 

※ 土日祝にも不定期に巡視を行う。        

 

③ 留意点 

重要水防箇所や堤防の弱点箇所は徒歩巡視による監視を行います。 

河川巡視は継続的な把握ができるよう定点ポイントを定め、河川巡視計画に基づき実

施するものとします。 

なお、車上巡視により異常、変状が確認できない箇所は徒歩巡視により適宜確認しま

す。河川巡視の支障となる草木や樹木は、河川巡視の効率を考慮して、適宜伐採します。 

さらに、近年で改修した箇所は、維持管理対応箇所(樹木伐開、河床掘削)堆積、侵食

箇所と多数存在し、治水上、優先順位が高い箇所であり、下流の河床の堆積状況等によ

り、整備効果が不足する可能性が考えられるため、重点的なモニタリングを実施します。 

 

      

図 6－3－1 河川巡視 
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（2） 河道の状況 

① 基本的な考え方 

「河岸の状況」、「河口閉塞の状況」、「河道内における砂州堆砂状況」、「樹木群の生育

状況」、「瀬・淵の状況」等を対象として、河道の概略の異常・変状を把握するための概

略点検を実施します。 

 

② 実施の場所、目安 

Ａ区間、Ｂ区間に対して、時期・頻度を決めて河川巡視（一般巡視）及びＣＣＴＶに

よる監視を行います。 

各区間の河川巡視の実施時期及び実施頻度を表 6－3－2 に示します。 

 

表 6－3－2 河川巡視の実施時期及び実施頻度 

 Ａ区間・Ｂ区間共通 

時期 通年 

頻

度 

一般巡視 週 1 巡以上 

目的別巡視、徒歩巡

視、重点箇所の巡視 
適宜 

ＣＣＴＶによる監視 適宜 

※ 土日祝にも不定期に巡視を行う。        

 

③ 留意点 

車上巡視により異常、変状が確認できない箇所は徒歩巡視により適宜確認するように

配慮します。 

河川巡視の支障となる草本や樹木は、河川巡視の効率を考慮して、適宜伐採します。 

以下の点で河道状況の定点観測をします。 

・ 中市堰下流〔施設管理のため〕 

・ 支川合流点〔排水処理等管理のため〕 

・ 各橋梁橋脚（高水敷含む）〔許可条件等管理のため〕 
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6－3－2.出水時の河川巡視 

① 基本的な考え方 

出水時の河川巡視は、河川管理施設の内、主に堤防を対象として、水衝の状況、水位

の堰上がり状況、堤防背後の漏水の状況を把握するために行います。 

 

② 実施の場所、目安 

小瀬川の大臣管理区間の内、重要水防箇所等を中心に実施します。 

両国橋観測所において、はん濫注意水位（3.90ｍ）を超える恐れのある出水が発生し

た場合に、出水が生じている区間等で必要に応じて実施します。 

 

③ 留意点 

河川巡視により、漏水や崩壊等の変状が確認された箇所においては、直ちに水防作業

や緊急的な修繕等の適切な措置を講じる必要があります。 

中国地方整備局「出水時河川巡視規程」、「緊急時対応要領（案）」に基づき実施します。 

関係機関等との情報連絡を密にし、必要に応じて関係機関等を通じて水防団の活動状

況を把握します。 
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6－4.点検 

6－4－1.出水期前、台風期、出水中、出水後の点検 

（1） 出水期前、台風期点検 

① 基本的な考え方 

徒歩による目視、あるいは計測機器等を使用し、堤防、護岸、根固工の変状の把握、

樋門、堰等の河川管理施設の損傷やゲートの開閉状況の把握等の具体的な点検を行いま

す。 

 

② 実施の場所、目安 

堤防、護岸等の点検は、小瀬川の大臣管理区間を対象に実施※します。 

実施時期は出水期前及び台風期とします。 

     

※堤防等河川管理施設及び河道の点検・評価要領 国土交通省 水管理・国土保全局 河川環

境課 

樋門等構造物周辺堤防詳細点検要領 国土交通省 水管理・国土保全局 治水課 

   https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kasen/tenkenhyouka/index.html 

 

 

③ 留意点 

河川巡視による目的別巡視の中で職員と委託職員が中心となり実施しますが、異常・

変状の程度に応じて、適宜専門技術者による調査を実施します。 

効率的な点検を実施するため、重要水防箇所や河川カルテの結果を基に重点巡視箇所

をあらかじめ定めます。 

なお、実施にあたっては、防災エキスパートと協働し、多角的な視点で点検を実施し

ます。 

 

     

図 6－4－1 職員と防災エキスパートによる合同堤防点検 
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（2） 出水中点検 

① 基本的な考え方 

洪水の状況（洪水流の流向、流速、水あたり等）を把握するため、必要に応じて出水

中の点検（調査）を実施します。 

 

② 実施の場所、目安 

 両国橋観測所または小川津観測所において、水防団待機水位を超えてはん濫注意水位

に達する恐れのある場合、必要に応じて実施します。 

 

③ 留意点 

洪水の状況（洪水流の流向、流速、水あたり等）把握にあたっては、ビデオ撮影等適

切な手法を選択し実施します。 

偏流・洗掘箇所（湾曲部）について、流向の把握に努めます。

     

図 6－4－2 出水中の点検 

 

 

（3） 出水後の点検 

a．河道の状態把握 

① 基本的な考え方 

河床の洗掘、堆積、河岸の侵食、樹木の倒伏等を把握し、河川管理や河道計画を検討

する際の基礎資料とするとともに、河川管理施設の損傷状態の把握のため、実施します。 

 

② 実施の場所、目安 

両国橋観測所または小川津観測所において、はん濫注意水位を超える規模の出水が発

生した後、実施します。 

 

③ 留意点 

目視による点検のほか、必要に応じて縦横断測量や平面測量を実施します。 

計画高水位を上回るような規模の洪水があった場合には、堤防等の被災状況について、

必要に応じて詳細点検を実施します。 

実施にあたっては、防災エキスパートを依頼し、多角的な視点での点検を実施します。 
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図 6－4－3 出水後の点検 

 

 

b．洪水痕跡調査 

① 基本的な考え方 

洪水痕跡調査は、河道計画の立案や基本高水設定のために必要な河川管理の基本をな

す重要なものです。 

 

② 実施の場所、目安 

はん濫危険水位を超過した場合、または、浸水被害が発生した場合には、速やかに痕

跡調査を行い、はん濫危険水位、避難判断水位のチェックを行います。 

 

③ 留意点 

出水後速やかに調査を実施します。 

また、縦横断測量、河床材料調査、河道内樹木調査と合わせたＨ－Ｑの検証を実施し

ます。 
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6－4－2.地震後の点検 

① 基本的な考え方 

地震の規模等を考慮して、「河川管理施設等地震後点検要領」や「太田川河川支部 河

川管理施設等地震点検要領（太田川河川事務所災害対策計画）」に基づき、河川管理施設

等の必要な点検を実施します。 

 

② 実施の場所、目安 

管内に震度 4 以上の地震が観測された場合、図 6－4－4 に基づき、必要に応じて堤防

や河川管理施設の点検を速やかに実施します。 

地震発生

点検対象区間
震度は？

震度3以下 震度4 震度5弱以上

注意体制発令 警戒または非常体制発令

点検の必要性は？
※1

注意体制解除

河川巡視の一般
ﾊﾟﾄﾛｰﾙにより確認 1次点検実施

1次点検実施

2次点検実施

体制解除

終了

被害は？
※2 2次点検実施

終了終了

1次点検なし

・出水により水防団待機水位を超えてはん濫注意水位に達する恐れのある場合。
・直前に発生した地震または出水、もしくはその他の原因により既に河川管理施設または許可工作物

（以下、「河川管理施設等という）が被災しており、新たな被害の発生が懸念される場合。

・河川巡視（一般ﾊﾟﾄﾛｰﾙ）により、地震の影響とみられる被害を発見した場合。

※1

※2

あり

あり

なし

なし

必
要
に
応
じ

 
図 6－4－4 地震発生時対応フロー 

 

③ 留意点 

発災直後の実施にあたっては、発災後 3 時間以内に管理施設の被災の概要を把握する

とともに、1 日以内に各施設の被災の詳細を把握するよう努めます。 
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また、地震被害の大きな箇所については、必要に応じて専門技術者の詳細点検を実施

し、適切な措置を講じるよう努めます。 

なお、津波の影響が予測される区域においては、津波に関する情報（津波注意報、津

波警報、大津波警報）が解除され、安全が確認された後に堤防や河川管理施設の一次点

検を速やかに実施します。 

 

 

6－4－3.親水施設等の点検 

① 基本的な考え方 

親水施設等を対象として、利用者が安全かつ安心して河川を利用できるように、河川

利用が増大する期間の前に「河川(水面を含む)における安全利用点検に関する実施要領

(改訂)」に基づき施設の点検や動作確認を実施します。 

 

② 実施の場所、目安 

小瀬川の大臣管理区間の親水施設を対象とします。 

実施時期は、ゴールデンウィーク前と夏休み前の年間２回実施します。 

なお、点検場所として水面は含まない事を基本とし、夏休み前については水面を含む

ものとします。 

 

③ 留意点 

点検にあたっては、関係自治体、警察、自治会等と日頃より連携が図れるよう協力関

係を構築するとともに、必要に応じて親水施設の管理者及び占用者と合同で点検を実施

します。 

補修等を必要とする箇所を発見した場合、河川管理者が占用者または施設管理者に対

して、適切な処置を迅速かつ確実に実施するよう指導します。その後、現場にて確実に

処置が履行されたことを確認します。 

河川巡視においても、設置の目的に応じて適切に管理されているか、利用上安全性を

有しているかを監視します。 

    
図 6－4－5 親水施設の点検（太田川事例）
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6－4－4.機械設備を伴う河川管理施設の点検 

① 基本的な考え方 

機械設備を伴う河川管理施設（樋門、樋管）について、河川巡視による日常点検、操

作担当者による定期的な外観状況確認、専門業者による整備点検を行います。また、施

設の異常・変状箇所や重要水防箇所を対象として、目視によるモニタリングを実施しま

す。 

 

② 実施の場所、目安 

小瀬川の大臣管理区間に設置してある機械設備を伴う河川管理施設を対象に実施しま

す。 

点検は「河川用ゲート設備点検・整備・更新検討マニュアル（案）」、および各樋門毎

に定められた「点検整備要領」に基づき実施します。 

 

③ 留意点 

年に 1回は、職員、委託職員合同で点検および操作訓練等を実施します。 

 

     

図 6－4－6 職員と操作員による機械設備を伴う河川管理施設の合同点検 
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6－4－5.許可工作物の点検 

① 基本的な考え方 

年に 1 回は、許可を受けた者（施設管理者）と河川管理者・施設管理者が合同で施設

点検を行います。 

許可工作物の維持管理は各施設管理者の責任で実施するものですが、河川巡視や出水

期前点検等により、許可工作物の適正な維持管理状況と使用（利用）状況について、補

修が必要な損傷が見られるか、また、ゴミの堆積や汚水・油の漏れ等が無いかなどを確

認し、異常・変状が発見された場合、速やかに施設管理者に是正を指示し、是正措置の

遂行を確認します。 

 

② 実施の場所、目安 

小瀬川の大臣管理区間に設置してある許可工作物を対象とし、河川巡視時において本

体外観及び周辺の異常、変状状況について確認します。 

 

③ 留意点 

補修等を必要とする箇所を発見した場合は、河川管理者が所有者に対して適切な処置

を迅速かつ確実に実施するよう指導します。その後、現場にて確実に処置が履行された

ことを確認します。 

 

    

図 6－4－7 許可工作物の点検（太田川事例） 

 

表 6－4－1 代表的な許可工作物施設数 

施設名 箇所数 

樋 門 ・ 樋 管 28 

橋 梁 13 

（令和 3 年 3 月時点）          
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6－5.河川カルテ 

① 基本的な考え方 

河川カルテは、点検や河川巡視により得られた河川の変状や河川管理施設の損傷等の

情報に加え、維持管理や河川工事の内容を継続的に記録します。 

維持管理上の重点個所を抽出する等、適切な河川管理を行うためには、河川カルテに

より、日常より把握している状態変化の履歴をいつでも見られるようにしておくことが

重要です。また、河道や施設の状態を適切に評価し、迅速な改善を実施し、河川維持管

理の PDCA サイクルを実施するための重要な基礎資料となります。 

 

② 実施の場所、目安 

小瀬川の大臣管理区間について、「河川カルテ作成要領」に基づき適切に記載します。 

 

③ 留意点 

河川カルテは、情報共有や更新を容易にするため電子データでの管理を基本とします。

なお、河川カルテの更新が必要な事象が発生した際には、その都度実施します。 
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7．地域連携等 

7－1.住民との協働 

小瀬川を地域のかけがえのない財産として今後もより多くの人に親しまれるために、河川管

理者、関係機関、市民団体、地域住民の方々等がそれぞれの役割を十分理解しつつお互いに連

携し、協働しながら安全・安心で魅力あふれる川づくりが行えるよう取り組むことに努めます。 

地域連携の取り組み事例を以下に示します。 

・ 地元住民の方々による日常の清掃活動の実施 

・ 流域一円の地域住民の方々による清掃活動「クリーン小瀬川（毎年７月）」の実

施 

・ 沿川の老人会や子供会による清掃活動や花壇の手入れ 

・ 公募による樹木伐開の実施 

・ 草刈機の貸出し 

・ 河川管理や河川環境についての出前講座の実施 

・ 教育ボランティア等による水辺の楽校を利用した総合学習支援 

・ 特派員制度により収集した情報の河川維持管理への活用 

 

■公募伐採の募集案内 

    

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7－1－1 地域をつなぐ河川管理の例 
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図 7－1－2 河道内樹木の公募伐採箇所 

 

 

   
 

図 7－1－3 川を利用した総合学習支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和 2 年度） 

小瀬川 山陽自動車道上流右岸 

10 区画【1 区間 幅 10m×奥行 20～30m 程度】で募集 
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7－2.開かれた河川管理に向けての取り組み 

適切な河川管理の取り組み状況を地域の方々に広く認知していただくとともに、安全利用点

検への参加等、河川利用者参加型の河川管理を行うため、年間の維持管理スケジュールを定め、

積極的な広報を行っていきます。 

 なお、広報にあたっての留意点を以下に示します。 

・ 記者発表は 1 週間程度の余裕をもって行うことを基本とします。 

・ 記者発表は実施前のほか、実施後（結果）報告も積極的に行います。 

 

表 7－2－1 維持管理スケジュール（広報計画） 
← →

概要 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

堤防点検

出水期に備えて小瀬川の堤防、護岸等
の点検を行います。

危険箇所合同巡視

出水期に備えて小瀬川の危険箇所を防
災関係機関と合同で点検します。

許可工作物（橋梁・樋門等）の合同点検
出水期に備えて、河川内において占用
許可されている工作物について施設管
理者と合同で点検を行います。

安全利用点検
河川利用者が増加する期間を前に、一
般の方々が多く利用される箇所を関係
機関と合同で点検します。

排水機場対応訓練
出水期を前に、事務所職員・操作員を

対象に救急内水排水機場、情報表示板
やサイレン吹鳴などのの出水時の対応
訓練を行い、ポンプ操作確認・燃料調
達・連絡体制の確認します。

樋門操作員操作訓練
出水期を前に樋門操作員、関係市町担
当者を対象とした樋門操作訓練を実施
し、連絡体制、樋門操作方法、操作異
常時の対応を確認します。

排水ポンプ車・照明車操作訓練
出水期に備えて、太田川河川事務所が
所有する排水ポンプ車、照明車の操作

燻煙を行います。
災害対策訓練（洪水・地震等)

洪水や地震災害に備え、災害状況等の
迅速かつ正確な収集と伝達及び的確な
指揮・対策を行うことを目的とした訓
練を行ないます。

太田川・小瀬川水防連絡会
太田川・小瀬川災害情報協議会

出水期を前に洪水、高潮等による災害
の発生を防止、または被害を軽減する
ために、防災関係機関と水防に関する
連絡及び調整を行います。

小瀬川水質汚濁防止連絡協議会
小瀬川における水質事故時の迅速な対
応を行うことを目的に、連絡体制、水
質監視体制及び水質保全対策等を確認
します。

小瀬川管理協議会（随時）
取水制限等の恐れがある場合には会議
の開催の周知と合わせて、降雨状況、
ダム貯水状況等の現状を周知します。

クリーン小瀬川
河川愛護月間の月間行事の一環として
小瀬川の一斉清掃を行います。

水辺の安全教室　小瀬川
河川利用の安全意識向上のため川流れ
体験などを実施。
※6月参加募集告知
　8月実施について

水生生物調査の実施
小中高生を中心に一般の方々と合同で
「水生生物による水質の管理調査」を
実施します。

公募伐採
河道内の樹木伐採の公募を行います。

出水期

大
分
類

小分類
主務課

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月
11月～3月

河
川
管
理
施
設
等
の

点
検

管理課 ★

調査設計課 ★

占用調整課 ★

災
害
や

事
故
等
に
体
操
す
る
た
め
の
訓

練

施設管理課 ★

★管理課 ★

管理課 ★

施設管理課 ★

調査設計課

★

洪
水

★

地
震

★

施設管理課 ★

占用調整課

地

域
連
携
等

占用調整課

災
害
時
の
連
絡
体

制
の
確
保

調査設計課

管理課

★

★ ★

管理課

★管理課
★
結
果

★  
※ 突発的な事象については適宜実施していきます。 

※ 関係機関との調整により、実施時期が変更となることもあります。 
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8．効率化・改善に向けた取り組み 

8－1.維持管理計画の洗練化 

今回策定した維持管理計画をもとに概ね 5 年間、小瀬川の維持管理を実施していく。維持

管理は、1 年毎に維持管理実施計画を作成し、実施状況をフィードバックしながら、維持管

理実施計画を適宜見直します。 

また、5 年後に維持管理計画の実施状況、維持管理目標の達成状況を評価、分析を行い、

維持管理計画の見直しを行うことで、より実効性の高い維持管理計画としていきます。 

  
図 8－1－1 サイクル型維持管理体系のイメージ 

 

8－2.技術伝承 

維持管理を継続的に実施するにあたり、これまで長年にわたり小瀬川の河川管理を実施さ

れた技術者の経験を技術伝承会の開催や、現地点検時の同行を通じて若手技術者に伝承して

いきます。 

 


